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第１章 計画見直しの基本的考え方 . 

 

 １ 趣旨 

 

本市が昭和３０年代から４０年代初めにかけて誘致した、大規模製造工場の閉鎖・市外転出が続い

ています。大規模製造工場の跡地は研究開発型施設や大型商業施設への転換が進み、本市の産業構造

にも大きな変化が起きています。 

このような状況の中で、産業の転換期を好機と捉え、生活者と事業者の双方の視点から、市と地域

経済団体を中心に、市内事業者、市民、国・県等の支援機関、近隣市町、ＮＰＯ等と連携した効果的

な産業政策に取り組むため、平成２３年２月に「藤沢市産業振興計画」を策定いたしました。 

「藤沢市産業振興計画」は、計画期間を平成２３年度から平成３４年度までの１２年間とし、３年

ごとに地域経済団体等と連携して検証を行い、社会経済環境や市内産業の変化等に応じて必要な見直

しを行うこととしており、平成２７年４月に１回目の見直しを実施しています。 

前回の見直し以降、政府は引き続き「三本の矢」からなる経済政策（「アベノミクス」）を一体的に

推進するとともに、平成２７年１１月に「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策」（「緊

急対策」）を取りまとめ、景気の緩やかな回復を見込むこととしている一方、平成２９年４月に予定

されていた消費税率引き上げは、「内需を腰折れさせかねない」として延期されることとなりました。 

また、平成２６年度に制定された小規模企業振興基本法等による伴走型の小規模企業支援の強化や、

地域における創業の促進、「さがみロボット産業特区※１」など本市が複数の特区の対象地域に指定さ

れたことを活かす取組も引き続き求められています。 

こうしたことから、「藤沢市市政運営の総合指針２０２０」の理念や施策の方向性の共有を踏まえ、

産業振興を推進するための工業・商業・新産業分野を中心とする産業振興部門の計画として、見直し

を行うものです。 

 

 ２ 計画の期間 

 

本計画策定当初の計画期間である、平成２３年度から平成３４年度までの１２年間に基づき、見直

し後の計画期間は平成２９年度から平成３４年度までとします。３年ごとの見直し検証については変

更しないものとします。 

 

３ 方法 

  
「藤沢市市政運営の総合指針２０２０」の理念や施策の方向性の共有を踏まえた中で、藤沢商工会議

所、（公社）藤沢市商店会連合会、（公財）湘南産業振興財団と市による「見直し検討会議」を中心に、

各団体の実務担当者で構成するワーキンググループ会議により検討を進め、各経済団体を通して市内

事業者のご意見をいただくとともに、パブリックコメント（市民意見公募）の実施、藤沢市議会への

報告により見直しを行うものです。  
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第２章 藤沢市の産業の現状と課題 
 

 

 

 １ 市内産業全般について 

 

（１）事業所数の推移  

① 全事業所数（全産業） 

 「事業所・企業統計調査」及び「経済センサス」によると、本市の事業所数は、平成８年の 

１４，２４５事業所をピークとして減少傾向にありましたが、平成１８年から増加に転じ、 

平成２６年は１３，７５８事業所となっています。 

 

 

 

 

② 経営組織別にみた事業所数（全産業） 

 平成２６年の経営組織別の事業所数をみると、個人事業主が４，３８０事業所（構成比３１．８％）、

法人のうち「会社」が８，５０２事業所（構成比６１．８％）で、両者で９３．６％を占めていま

す。 

 本市の事業所の構成比は、神奈川県と比較すると、ほぼ同じ比率となっています。 
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事
業
所
数

本市の事業所数

事業所数 構成比 事業所数 構成比

個人 4,380 31.8% 91,150 30.1%

法人 9,349 68.0% 210,409 69.5%

(法人のうち)会社 8,502 61.8% 191,021 63.1%

(法人のうち)会社以外の法人 847 6.2% 19,388 6.4%

法人でない団体 29 0.2% 1,328 0.4%

総数 13,758 100.0% 302,887 100.0%

経営組織別にみた事業所数
藤沢市 神奈川県

   

［平成１８年まで事業所・企業統計調査、平成２４年以降は経済センサス］ ※公務は除く 

［平成２６年 経済センサス］ ※国、地方公共団体は除く 
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③ 業種別の事業所数（全産業） 

 平成２６年の業種別の事業所数をみると、「卸売業，小売業」が３，３９０事業所（構成比    

２４．６％）で最も多く、次いで「宿泊業，飲食サービス業」（構成比１４．３％）が多くなって

います。 

 特化係数で神奈川県と比較すると、「金融業，保険業」「医療，福祉」「教育，学習支援業」等が

高い特徴があります。  

 
※特化係数：地域のある産業が、どれだけ特化しているか確認する係数 

「藤沢市の構成比÷神奈川県の構成比」を表示しています。   

 

 

④ 従業者規模別の事業所数（全産業） 

 平成２６年の従業者規模別の事業所数をみると、「１～４人」の事業所が５０％以上を占め、 

９９人以下の事業所まで含めると全事業所数の約９９％となります。 

 また、最も事業所数の多かった平成８年の構成比と比較すると、「１０～９９人」の事業所の比

率が高くなっている一方、「１～４人」と「３００人以上」の事業所の比率が低くなっています。 

 

 

 

 

事業所数 構成比 事業所数 構成比

建設業 1,207 8.8% 29,374 9.7% 0.90

製造業 708 5.1% 19,751 6.5% 0.79

情報通信業 127 0.9% 4,032 1.3% 0.69

運輸業，郵便業 205 1.5% 7,707 2.5% 0.59

卸売業，小売業 3,390 24.6% 68,823 22.7% 1.08

金融業，保険業 215 1.6% 3,991 1.3% 1.19

不動産業，物品賃貸業 1,294 9.4% 30,178 10.0% 0.94

学術研究，専門・技術サービス業 533 3.9% 13,350 4.4% 0.88

宿泊業，飲食サービス業 1,963 14.3% 39,805 13.1% 1.09

生活関連サービス業，娯楽業 1,257 9.1% 25,577 8.4% 1.08

教育，学習支援業 679 4.9% 13,334 4.4% 1.12

医療，福祉 1,439 10.5% 28,104 9.3% 1.13

サービス業(他に分類されないもの) 707 5.1% 18,137 6.0% 0.86

その他 34 0.2% 724 0.2% 1.03

総数 13,758 100.0% 302,887 100.0%

業種
神奈川県

特化係数
藤沢市

事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比 事業所数 構成比

１～４人 8,170 57.4% 7,718 56.7% 7,075 54.9% 7,148 55.2% 7,384 53.7%

５～９人 2,975 20.9% 2,874 21.1% 2,682 20.8% 2,724 21.0% 2,926 21.3%

１０～９９人 2,927 20.5% 2,864 21.0% 2,936 22.8% 2,878 22.2% 3,225 23.4%

１００～２９９人 129 0.9% 114 0.8% 128 1.0% 140 1.0%

３００人以上 44 0.3% 38 0.3% 40 0.3% 32 0.2%

総数 14,245 100% 13,624 100% 12,894 100% 12,944 100% 13,758 100%

（注）事業所総数には、出向・派遣・下請従業者のみの事業所を含んでいます。

平成２６年平成２４年

157 1.2%

従業者規模
平成８年 平成１３年 平成１８年

［平成２６年 経済センサス］ 

［平成１８年まで事業所・企業統計調査、平成２４年以降は経済センサス］

※ 
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（２）従業者数の推移  

① 全従業者数（全産業） 

 「事業所・企業統計調査」及び「経済センサス」によると、本市の従業者数は、平成２６年には、

今までで最も多い１６５，６７５人となっています。 

 

 

 

 

 

② 経営組織別にみた従業者数（全産業） 

 平成２６年の経営組織別の従業者数をみると、「個人経営」が１３，４９３人（構成比８．１％）、

法人のうち「会社」が１３３，１３４人（構成比８０．４％）で、両者で８８．５％を占めていま

す。 

 本市の事業所の従業者数の構成比は、神奈川県と比較すると、ほぼ同じ比率となっています。 
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本市の従業者数

従業者数 構成比 従業者数 構成比

個人 13,493 8.1% 266,992 7.4%

法人 152,034 91.8% 3,357,317 92.4%

(法人のうち)会社 133,134 80.4% 2,886,410 79.5%

(法人のうち)会社以外の法人 18,900 11.4% 470,907 13.0%

法人でない団体 148 0.1% 7,717 0.2%

総数 165,675 100.0% 3,632,026 100.0%

経営組織別にみた従業者数
藤沢市 神奈川県

［平成１８年まで事業所・企業統計調査、平成２４年以降は経済センサス］

［平成２６年 経済センサス］ ※国、地方公共団体は除く 
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③ 業種別の従業者数（全産業） 

平成２６年の業種別の従業者数をみると、「卸売業，小売業」が３３，７９１人（構成比２０．４％）

で最も多く、次いで「製造業」が２５，５２２人（構成比１５．４％）、「医療，福祉」が 

２２，５６８人（構成比１３．６％）の順となっています。 

特化係数で神奈川県と比較すると、「製造業」「宿泊業，飲食サービス業」「学術研究，専門・技術

サービス業」等が高い特徴があります。 

 
※特化係数：地域のある産業が、どれだけ特化しているか確認する係数 

「藤沢市の構成比÷神奈川県の構成比」を表示しています。   

 

 

④ 従業者規模別の従業者数（全産業） 

平成２６年の従業者規模別の従業者数をみると、「１０～９９人」の事業所の従業者数が 

７８，９３３人（構成比４７．６％）で最も多く、次いで、「３００人以上」の事業所の従業者数が

多くなっています。 

最も従業者数の多かった平成８年と比較すると、「１０～９９人」の事業所の従業者数が増加して

いる一方、「３００人以上」の事業所の従業者数が減少しています。 

 

 

従業者数 構成比 従業者数 構成比

建設業 7,743 4.7% 208,929 5.8% 0.81

製造業 25,522 15.4% 479,310 13.2% 1.17

情報通信業 1,179 0.7% 120,262 3.3% 0.21

運輸業，郵便業 6,896 4.2% 222,204 6.1% 0.68

卸売業，小売業 33,791 20.4% 691,613 19.0% 1.07

金融業，保険業 3,421 2.1% 68,141 1.9% 1.10

不動産業，物品賃貸業 5,265 3.2% 109,438 3.0% 1.05

学術研究，専門・技術サービス業 8,767 5.3% 169,589 4.7% 1.13

宿泊業，飲食サービス業 19,363 11.7% 366,513 10.1% 1.16

生活関連サービス業，娯楽業 7,372 4.4% 153,438 4.2% 1.05

教育，学習支援業 9,524 5.7% 208,620 5.7% 1.00

医療，福祉 22,568 13.6% 510,384 14.1% 0.97

サービス業(他に分類されないもの) 14,027 8.5% 317,295 8.7% 0.97

その他 237 0.1% 6,290 0.2% 0.83

総数 165,675 100.0% 3,632,026 100.0%

業種
神奈川県

特化係数
藤沢市

従業者数 構成比 従業者数 構成比 従業者数 構成比 従業者数 構成比 従業者数 構成比

１～４人 18,514 11.5% 17,635 11.6% 15,813 9.9% 16,055 10.7% 16,397 9.9%

５～９人 19,308 12.0% 18,701 12.3% 17,481 10.9% 17,773 11.9% 19,100 11.5%

１０～９９人 68,428 42.6% 68,751 45.2% 70,393 44.0% 68,128 45.6% 78,933 47.6%

１００～２９９人 20,535 12.8% 18,348 12.1% 19,715 12.3% 22,235 13.4%

３００人以上 33,695 21.0% 28,750 18.9% 36,490 22.8% 29,010 17.5%

総数 160,480 100% 152,185 100% 159,892 100% 149,452 100% 165,675 100%

平成２６年

47,496

従業者規模
平成８年 平成１３年 平成１８年 平成２４年

31.8%

［平成２６年 経済センサス］ 

［平成１８年まで事業所・企業統計調査、平成２４年以降は経済センサス］

※ 
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（３）税収の推移  

① 法人市民税 

 いわゆるバブル期に１００億円を超えていた本市の法人市民税は、バブル崩壊後の日本経済の長

期低迷やリーマンショック※２以降の世界的不況の影響を受け、製造業を中心に大幅に減少しました。

平成２５年度は一部の企業の業績改善などにより１００億円を超える税収となりましたが、平成 

２６年度以降は、景気全体の緩やかな回復傾向が続き全体的には企業収益が良好なものの、一部の

大手法人における税収が減少したことを受け、税収減となりました。 

 

 

② 事業所税 

 一定規模以上の事業を行っている事業主に対して課税される事業所税については、近年、大規模

製造工場の閉鎖・市外転出がある一方で、大型商業施設、研究開発施設、新型工場の建設などが相

次ぎ、平成元年頃から概ね横ばいとなっています。景気の回復傾向や新しい企業の進出による税収

増が期待される一方で、工場等の市外転出が続くことなどによる税収減が懸念されます。 

 
 （注）事業所税には事業所等の床面積を対象とする資産割と従業者の給与総額を対象とする従業者割があります。 
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③ 固定資産税（個人・法人） 

 固定資産税については、新たな建物の建設、建替え、設備投資などにより、近年は横ばい傾向を

維持しています。 
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 ２ 藤沢市の工業について 

 

（１）藤沢市の工業の歴史  

① 戦前～昭和２０年代  

 本市の工業は、昭和２０年代までは、 

ＪＲ東海道線沿線に進出していた日本 

精工㈱、関東特殊製鋼㈱（平成１６年 

度に工場市外転出）、東京螺子製作所 

（現ミネベア㈱）などが主な工業で、 

特に地場産業がなかったため、工業 

の生産力は低く、この傾向は昭和３０ 

年代初めまで続いていました。 

 

② 昭和３０年代（企業進出期）  

 日本経済が高度成長期に入ると、昭和３２年の山武ハネウエル計器㈱（現アズビル㈱）の用地取

得（操業開始は昭和３６年）以降、本市が本格的に工業振興に取り組むようになり、工場誘致を積

極的に行った結果、昭和３０年代の終わりまでに、日本電気硝子㈱（平成２７年度に工場閉鎖）、

日本オイルシール工業㈱（現 ㈱ＮＯＫ）、㈱神戸製鋼所、いすゞ自動車㈱、プレス工業㈱、武田

薬品工業㈱、日本電池㈱（平成１３年度に工場市外転出）、松下電器産業㈱（平成１９年度～２０

年度に工場市外転出）、㈱荏原製作所、東京ラヂエーター製造㈱などの大規模製造工場とその協力

工場が数多く進出しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 昭和４０年代～  

 昭和４０年代初めには、北部地区に大規模な工業団地(桐原工業団地）を造成し、公害のない優

秀な企業を誘致したことにより、日本ＩＢＭ㈱（現在は事業譲渡等により㈱ＨＧＳＴジャパンが立

地）などの工場や研究所が操業を開始しました。昭和３０年代の半ば過ぎから本格化した企業立地

により、大規模・近代的設備工場を主力とする本市の工業基盤が確立し、「工業統計調査」（経済

産業省）によると、昭和４５年には、本市における製造品出荷額は３,４２０億円（県全体の   

 

 

昭和１２年 日本精工（株） 藤沢工場 

昭和１１年 関東特殊製鋼（株） 

（昭和１３年辻堂工場竣工） 

大正１２年 大和醸造（株）  

（現メルシャン（株） 藤沢工場） 

大正１０年 東京螺子製作所 

（現ミネベア（株） 藤沢工場） 

（写真は昭和２０年代～３０年代に撮影されたものです。） 

昭和３４年操業開始 日本電気硝子(株) 

昭和３５年操業開始 日本オイルシール工業(株) 

（現 ＮＯＫ(株)） 

昭和３６年操業開始 いすゞ自動車(株) 

昭和３８年操業開始 松下電器産業(株) 

（昭和３７年操業開始 中川電気（株）） 

昭和３６年操業開始 山武ハネウェル計器(株) 

（現 アズビル(株）) 

昭和３６年操業開始  (株)神戸製鋼所 

昭和３６年操業開始 プレス工業(株) 

昭和３６年操業開始 ソニー電子管(株) 

（現 ソニー(株)） 昭和３６年操業開始 （株）佐賀鉄工所 

昭和３８年操業開始 武田薬品工業(株) 
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４．８％）となり、県内では、横浜市、川崎市、横須賀市、座間市に次いで多くなりました。その

後は、平成４年にピークを迎えるまで製造品出荷額等がほぼ右肩上がりに増加しており、平成元年

から平成９年の間、製造品出荷額等は２兆円台で推移し、この時期、神奈川県下では横浜市・川崎

市に次ぐ第３位、全国でも常時１４位前後に位置する国内有数の工業都市に成長しました。 

 

④ いわゆるバブル崩壊以降  

 バブル経済崩壊後の長期景気低迷の影響から本市工業の製造品出荷額等も下降傾向に転じ、平成 

１５年には１兆７１６億円まで下がりました。本市は、大規模製造工場の市外転出をきっかけに、

平成１６年１０月に、「藤沢市企業立地等の促進のための支援措置に関する条例」を施行し、湘南

Ｃ－Ｘ※３の産業関連機能ゾーンへの企業誘致を進め、あわせて、既存企業の市内再投資の促進を図

ってきました。近年、数多くの新研究所が建設され、Ｒ＆Ｄ（研究開発） 機能の集積が進むとと

もに、既存企業による新工場の建設が続き、平成２０年には製造品出荷額等が１兆３，３５１億円

まで回復しました。その後、同年秋のリーマンショック※２以降の不況の影響により平成２１年は一

時的に８，６５２億円まで急減しましたが、平成２６年は１兆３，８７５億円まで回復し、これは、

川崎市、横浜市に次ぐ県内第３位となっています。 

 

 
   

（２）藤沢市の工業の現状 

① 本市工業の特色と主要な工場・研究所 

 「工業統計調査」によると平成２６年における本市の 

従業者４人以上の事業所数は、３０８社で、その従業者 

数は２１,２１５人となっています。本市の工業の特色 

としては、従業者３００人以上の事業所が製造品出荷額 

等の７割以上を占めていること、製造品出荷額等を業種 

別にみると「輸送機」（自動車関連等）と「はん用機器」 

（軸受等）の割合が大きいことがあげられます。また、 

主要な工場・研究所はＪＲ東海道線沿線と北部を中心に 

集積しています。 
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製造品出荷額等（十億円）

平成元年 

２兆円突破 

平成４年 
ピーク 
２兆４千億円 

平成10年 
２兆円割れ 
平成15年まで 
ほぼ毎年下落 

企業立地支援 
条例スタート 

１兆３千億円台 
まで回復 

リーマン 
ショック 

平成１５年 
底打ち 
１兆７百億円 

［工業統計調査］

［平成２６年 工業統計調査］ 

平成２１年 
急減 
８,６５２億円 

１兆３千億円台 
まで回復 
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ソニー
湘南テクノロジーセンター

ＨＧＳＴジャパン

関東特殊製鋼 湘南Ｃ－Ｘ
（辻堂駅周辺地域）

武田薬品工業
湘南研究所

日本電池 湘南モールフィル

ソニー電子管

日本ＩＢＭ

都市再生

大型商業施設

研究開発型企業

住宅

公共機関 等

ＮＯＫ
ＮＯＫ

湘南開発センター

山武
アズビル

藤沢テクノセンター

ＮＯＫ ミスターマックス
（MrMax）

武田薬品工業

生産施設から
研究開発施設等へ

ショッピング
モールへ

松下 Fujisawa SST
（藤沢サスティナブルスマートタウン）住居系へ

② 工場の閉鎖・市外転出の影響 

 日本経済のバブル崩壊後、長引く不況の影響 

により本市でも産業空洞化ともいえる大規模製 

造工業の閉鎖・市外転出が起こりました。これ 

らは税収や雇用の減といった影響だけでなく、 

周辺の商業・サービス業の不振や下請け中小企 

業の苦境といった地域経済への幅広い影響を及 

ぼしています。 

 

③ 工場跡地の土地利用転換 

 大規模工場跡地の土地利用転換をみると、 

関東特殊製鋼跡地で都市再生により複合的な 

新しいまちづくりが進んだほか、大型商業施 

設への転換、研究開発施設への転換、住居系 

への転換が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

④ 企業立地の進展 

本市の企業立地等支援策については、平成１６年１０月に「藤沢市企業立地等の促進のための支

援措置に関する条例」を施行し、固定資産税・都市計画税の軽減等を行う「税制上の支援措置」を

開始しました。さらに、平成１７年４月には「企業立地雇用奨励補助制度」及び「企業立地促進融

資利子補給制度」を開始し、これら３つの支援策により取組を進めてきました。 

 本市の企業立地等支援策の柱となる「税制上の支援措置」については、平成２８年３月末日現在

において、３１社（大企業１２社、中小企業１９社）から申請のあった６１事業計画が認定済みで、

そのうち、５４事業については投資の完了後に「税制上の支援措置」の適用決定を受けており、企

業からの報告によると投資額の総額は約１，７２４億円となっています。なお､本市が企業誘致に

取り組む新産業の森※４北部地区においては、既に操業している企業も含め７社の進出が決定し、そ

のうち５社が「税制上の支援措置」の適用決定を受けております。こうした取組を通じて企業誘致

既存企業の事業拡大や研究開発機能を持つ企業の集積などが図られている状況であり、このことは

本市の将来にわたる財政基盤の強化と市民の雇用機会の拡大につながるものです。また、立地企業

からの事業実施状況報告によると、新たな建物の建設や事業拡大などにより、建設時の工事、施設

管理業務、資材発注、製造工程の一部外注などを通して、市内企業との取引拡大が図られており、

市内中小企業の活性化にも大きく貢献しています。 

 

 

 

 

 

 

[工場の閉鎖・市外転出の影響] 

[工場跡地の土地利用転換] 
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主要な工場・研究所 

（注）この「主要な工場・研究所」は、おおむね従業者50人以上の事業所、敷地面積の広い事業所、本市の企業立地 

   支援を受けている事業所などです。 
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（３）藤沢市の工業を取り巻く環境と課題 

① 国の経済政策の動向 

 平成２４年１２月に発足した第２次安倍政権が打ち出した国の一連の経済政策は、「アベノミク

ス」（首相の名前と経済学を意味するエコノミクスとをかけあわせた呼称）と言われ、デフレから

の脱却や、一定の経済成長の達成など、日本経済の再生をめざすもので、その実現のために、大胆

な金融政策（金融緩和で流通するお金の量を増やしデフレマインドを払拭）、機動的な財政政策（大

規模な経済対策予算によって政府が自ら率先して需要を創出）、民間投資を喚起する成長戦略（規

制緩和等によって民間企業や個人が真の実力を発揮できる社会へ）という「３本の矢」と呼ばれる

政策が進められてきました。 

 「アベノミクス」の３本目の矢である成長戦略については、平成２５年６月に「日本再興戦略」

が閣議決定され、日本産業再興プラン、戦略市場創造プラン、国際展開戦略という３つのアクショ

ンプラン※５が示されました。その後、この戦略を政府一丸となって強力に実行するための体制の確

立（実行計画を策定等）と規制改革や産業の新陳代謝を進めるための新たな制度の整備等を行うた

めの産業競争力強化法（平成２５年１２月成立）など、関連法案が成立しています。また、平成   

２６年６月には、日本再興戦略で残された課題としていた、労働市場改革、農業の生産性拡大、医

療・介護分野の成長産業化等の分野に注目して、その解決の方向性を提示する「日本再興戦略改訂  

２０１４」が閣議決定されています。さらに、平成２７年６月には、「アベノミクス」が、デフレ

脱却を目指して専ら需要不足の解消に重きを置いてきた「第一ステージ」から、人口減少下におけ

る供給制約を乗り越えるための対策を講ずる新たな「第二ステージ」に入るものとし、設備や技術、

人材等に対する「未来投資による生産性革命の実現」と、活力ある日本経済を取り戻す「ローカル・

アベノミクスの推進」の二つを車の両輪として推し進めるとした「日本再興戦略改訂２０１５」が

閣議決定されています。平成２８年６月には、回り始めた経済の好循環を、持続的な成長路線に結

びつけ、「戦後最大の名目GDP600兆円」の実現を目指し、新たな「有望成長市場」の戦略的創出、

人口減少に伴う供給制約や人手不足を克服する「生産性革命」、新たな産業構造を支える「人材強

化」の3つの課題に向けて、さらなる改革に取り組むこととした「日本再興戦略２０１６」が閣議

決定されました。 

 

② 神奈川県を中心とした「さがみロボット産業特区※１」等の取組 

 「さがみロボット産業特区」は、神奈川県が中心となり、平成２５年２月に国から地域活性化総

合特区の指定を受け、生活支援ロボットの実用化を通じた県民生活の安全・安心の確保及び地域経

済の活性化のため、ロボットの開発・実証実験、普及啓発の促進や関連産業の集積促進に取り組ん

でおり、最先端医療の実現や未病を治すことにも貢献していくとしています。 

 特区の区域は、さがみ縦貫道路沿線地域等の１０市２町で、本市及び相模原市、平塚市、茅ヶ崎

市、厚木市、伊勢原市、海老名市、座間市、綾瀬市、大和市（平成２６年３月に区域拡大）、寒川

町、愛川町が指定されています。 

 総合特区の推進組織としては、県と区域内の市町、企業、大学、経済団体などで構成する「さが

みロボット産業特区協議会」が平成２４年９月に設置され、さらに、その下部組織として、「実証

実験推進部会」や「産業集積促進部会」が設けられ、具体的な取組について協議が行われています。 

 特区の優遇措置の活用については、実証実験や産業集積の前提となる規制緩和について国に提案

がなされ協議が行われているほか、企業が国に申請する研究開発補助金の獲得支援等が行われてい

ます。また、生活支援ロボットの開発・実証実験の促進等については、実用化が期待される案件に

ついての重点プロジェクトが推進されているほか、公募型の「実証実験支援事業」や生活支援ロボ

ットを最短期間で商品化することなどを目指して共同研究開発を促進する「神奈川版オープンイノ

ベーション」の取組が進められています。 
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座間市

綾瀬市

海老名市

鎌倉市

寒川町

茅ヶ崎市

横浜市

大和市町田市

大船駅

茅ヶ崎ＪＣＴ

海老名ＪＣＴ

海老名 ＩＣ

戸塚駅

平塚市

小
田
急
電
鉄
小
田
原
線

健康と文化の森

新産業の森

鎌倉駅

湘南Ｃ－Ｘ

辻堂駅

相鉄延伸計画

新幹線
新駅

藤沢市

綾瀬ＩＣ

大和駅

海老名駅

寒川北ＩＣ

ツインシティ

海老名南ＪＣＴ
横浜市営地下鉄

相模鉄道いずみ野線

茅ヶ崎中央ＩＣ
寒川南ＩＣ

藤沢ＩＣ

藤沢駅

茅ヶ崎駅

さ
が
み
縦
貫
道
路

寒川駅

村岡・深沢地区構想

湘南台駅

片瀬・江の島

栄ＩＣ
JCT

東名高速道路
（仮）綾瀬ｽﾏｰﾄｲﾝﾀﾁｪﾝｼﾞ
平成29年度供用開始予定

さがみ縦貫道路
寒川北ＩＣ－海老名ＪＣＴ
平成26年度供用開始

(仮)湘南台寒川線《事業中》
【寒川北ＩＣとの直結道路】
平成25年3月都市計画変更

いずみ野線延伸
湘南台から東海道新幹線倉見
新駅までの、いずみ野線延伸
による東西公共交通軸の形成

神奈川東部方面線
(相鉄・JR、相鉄・東急直通線)
平成31年度開業予定

横浜湘南道路
平成32年度 開通予定

健康と文化の森地区の
都市拠点整備

新産業の森地区の
産業拠点整備

（仮）村岡新駅を中心
とした都市拠点整備藤沢駅周辺地区の再整備

 ほかにも、県の企業誘致策においては、これまでの「インベスト神奈川※６２ｎｄステップ＋（プ

ラス）」によるロボット関連企業誘致の取組や、鉄腕アトムをイメージキャラクターに活用した各

種イベントでの普及啓発活動の取組などが展開されておりましたが、平成２８年４月に新たにスタ

ートした「セレクト神奈川１００※７」においても引き継がれております。 

 神奈川県では、「さがみロボット産業特区※１」のほか、県、横浜市及び川崎市が連携する「京浜

臨海部ライフイノベーション国際戦略特区」について、平成２３年１２月に国から国際戦略総合特

区の指定を受けています。その特区の区域には、横浜市、川崎市内の１６区域のほか、慶應義塾大

学湘南藤沢キャンパスが指定されています。なお、国家戦略特区（東京圏）としては、神奈川県全

域が指定されています。 

 

③ 企業立地などに見られる藤沢の強みと今後の都市基盤整備の取組 

 企業立地などにみられる藤沢の強みは、かつては、「東海道の輸送力」「東京からの距離」「工業

用地の確保」などであったものが、近年では「首都圏の優秀な人材が確保できる」といった、いわ

ゆる人材立地に変化してきています。また、工場跡地が研究開発施設に変わるなど、これまでの生

産拠点の集積が、転換により研究開発機能の集積につながっています。その他にも、市内大学の知

的資源や今後の広域的な都市基盤整備は、藤沢の強みとなるものと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[広域的な都市基盤整備の取組] 
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・日本経済を支えてきた自動車・電気など 

 の輸出産業のグローバルな競争が続く 

 中、電気機器（エレクトロニクス産業）の 

 輸出力が低下 

・海外設備投資は、リーマンショック※2後に 

 一時的に落ち込んだ後、国内設備投資 

 の伸びを大きく上回り増加し生産拠点の 

 海外移転が進行（従来の国内生産・海外 

 輸出型から世界最適生産型で稼ぐ形へ） 

・日本はかつてない人口減少社会となる 

 ため、既存分野では国内市場の拡大が 

 難しい 

・中国だけでなく新興国の経済成長が続く 

・環境、再生可能エネルギー※８、医療・介 

護、食料問題など、世界的に課題解決型 

産業への需要が拡大 

④ 今後の課題（予想される変化） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今
後
の
重
点
分
野
・
方
向
性
の
検
討 

ものづくり産業の世界的変化

・取引先工場の県外・海外転出などの環境変化 

 に対応するため、今後も中小企業は経営革新 

 が求められる 

・国内市場の拡大が難しい分野では、海外生産 

 比率の引上げや国際展開の強化を図る企業が 

 増加する 

・次世代自動車の普及などで、一部の中小自動 

 車部品メーカーは主要製品転換が不可避に 

 なるなど、研究開発の重要性がさらに高まる 

・生産拠点の再編が続く一方、今後も研究開発 

 機能の強化・拡大を図る企業が増加する 

・工場撤退により住工混在の懸念が拡大する 

・将来の藤沢の経済を支える有望なベンチャー 

 企業※９を数多く育てることが必要 

・成長分野へのシフトが進む 

・消費者重視の製品（商品）開発の時代へ 

 

市内企業の課題（予想される変化） 
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 ３ 藤沢市の商業について 

 

（１）藤沢市の商業の歴史  

① 遊行寺門前町・宿場町として 

藤沢は、鎌倉時代に建立された遊行

寺（清浄光寺）を中心とする門前町と

して発展し、江戸時代に入ると、現在

の藤沢本町付近に東海道五十三次の第

６の宿場として「藤沢宿」が設置され、

江の島や大山への分岐点として賑わう

宿場町となりました。周辺の農村にと

っては重要な市場でもあった「藤沢宿」

は、宿場制度が廃止された明治時代に

入ると問屋町として栄えました。 

また、北部地域においては、江戸時代後期から、大山・滝山両街道の交差する長後付近も宿場町

として栄え、これらが、現在の藤沢の商業のルーツと言えます。 

② 「宿場町・問屋町」から「住宅地・観光地」へ 

その後、明治２０年に東海道本線の横浜-国府津間が開通し、藤沢停車場が開業したのを皮切り

に、明治３５年には江ノ島電鉄が部分開通（全線開通は明治４３年）し、昭和４年には小田急江ノ

島線が開通しました。また、明治１９年には鵠沼海水浴場も開設されました。こうした流れを受け

て、藤沢は、従来の「宿場町・問屋町」から「住宅地・観光地」へと変容し、藤沢本町周辺にあっ

た藤沢の中心が現在の藤沢駅周辺に移るとともに、鉄道駅周辺に商店が集積し、現在の商店街の原

型が形成されていきます。 

戦後、昭和３０年頃から４０年頃にかけて、我が国では、高度経済成長期に入り首都圏における

産業と人口が急成長しましたが、本市においても工業系企業の進出と、人口の急激な増加をみまし

た。高度経済成長期当初は、国鉄の藤沢駅を核として、一部商業集積がみられましたが、規模は小

さく、買回り品消費については東京、横浜での購買指向が強く、市内における販売額はさほど大き

なものではありませんでした。 

③ 藤沢駅前への商業集積 

昭和４０年代に入ると、藤沢駅前南部土地区画整理事業（昭和３４年～５７年）、藤沢駅北口市

街地再開発事業により街区が整備され、特に昭和４８年以降、大型店の相次ぐ進出並びに周辺商店

街の店舗の改築や新築が相次ぎ、藤沢駅周辺は、周辺都市を商圏として取り込みながら、県内でも

有数の商業集積地へと発展しました。また、昭和５０年代にかけて、辻堂、長後、湘南台等市内各

地にも大型店が進出し、著しい成長を遂げてきました。 

④ 駅前大型店の撤退と大規模小売店舗立地法※10 

平成に入ると、コンビニエンスストアなど新しい形態の店舗の増加や、バブル崩壊後の長引く経

済不況により、藤沢駅周辺に立地していた百貨店や専門店等の大型商業施設の撤退が続きました。

さらに、平成１２年６月の大規模小売店舗法※11の撤廃及び大規模小売店舗立地法の施行もあり、

郊外に専門店、ショッピングセンター、大型スーパーマーケットなどが多数進出しました。 

特に平成１５年以降は、工場跡地に相次いで大型商業施設が進出しましたが、周辺都市における

大型商業施設の開設も進んでおり、藤沢市内の商業施設と商圏の重なる他都市の商業施設との競争

も激しくなっています。 
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（２）藤沢市の商業の現状 

 ① 商店街の状況 

市内には、現在、（公社）藤沢市商店会連合会に加盟する商店街が３９、加盟店舗が２，１５７

店舗あり（平成２９年４月現在）、藤沢、辻堂、湘南台をはじめとする鉄道駅を中心に数多くの商

店街が広がっています。 

 

 

 

 

 

[藤沢市内の商店街分布図] 
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 ② 卸売業・小売業の状況 

平成２６年経済センサスの結果によると、藤沢市の卸売業者は、６３３事業所、従業者数は 

５，６０１人、小売業者は、２，７５７事業所、従業者数は２８，１９０人となっています。 

平成２４年経済センサス（活動調査）によると、卸売業の年間商品販売額は２，５９９億円、小

売業は３，５３８億９千万円でした。売り場面積（小売業のみ）は、３７６，２１２㎡となってい

ます。 

 

 

 

③ 拠点駅周辺の状況 

拠点３駅（藤沢、辻堂、湘南台）の１日あたりの乗降客数は、合計６６５，０７６人で、人口と

あわせて増加する傾向にあります。中でもＪＲ東海道線藤沢駅の乗降客数２１０，７２２人は、Ｊ

Ｒの駅としては県内で４番目の乗降客数となっています。 

 

一方で平成２５年度に実施した「藤沢駅周辺の商業活性化に向けた現況及び将来動向把握調査」

の結果によると、藤沢駅周辺の通行量は、平成１９年度の調査時と比べて減少しており、来街頻度

や滞在時間も減少する傾向が見られています。来街者の高齢化も進み、近隣エリアから高い頻度で

来街する方が増えるなど、商圏の狭隘化もみられることから、今後は駅利用者をいかに周辺商業施

設に誘導し回遊性を向上させることができるかが、課題となっています。    

 

 

S60 63 Ｈ3 9 11 16 19 21 24 26

事業所数卸売業 560 632 702 569 646 587 502 617 568 633

事業所数小売業 3,014 3,286 3,295 3,114 3,125 2,913 2,744 2,664 2,665 2,757

従業者数卸売業 4,641 5,515 6,080 5,413 5,718 4,875 4,479 4,833 4,828 5,601

従業者数小売業 15,741 18,921 19,193 21,914 24,191 24,987 23,696 24,514 25,894 28,190
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駅名 JR 小田急 江ノ電 相鉄 地下鉄 合計

藤沢 210,722 159,074 21,478 391,274

辻堂 111,450 111,450

湘南台 88,377 27,052 46,924 162,353

合　計 322,172 247,451 21,478 27,052 46,924 665,077

［藤沢市統計年報］

　　　　拠点駅の１日あたり乗降客数（平成２６年度）　　　単位：人

[卸売業・小売業の事業所数と従業員数の推移] 

<H19年商業統計調査>  <H21年以降 経済センサス> 
※商業統計と経済センサスでは統計手法が異なります。 

従業者数 
(人) 

 

事業所数 
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[（出典）NRI（野村総合研究所）生活者1万人アンケート] 

（３）藤沢市の商業を取り巻く環境と課題 

① 本市商業を取り巻く環境の変化 

●商店街・大型店への影響 

本市の商業は厳しい状況に置かれていますが、そ

の主な原因については、例えば、商店街にとっては

百貨店やスーパーマーケット、コンビニエンススト

アの台頭や郊外型大規模商業施設の進出などがあ

げられます。また、大型店も含めた商業全般では、都心や横浜などへのアクセス向上による消費者

の流出、デフレによる価格低迷などがあげられるほか、近年では、インターネットショッピングの

急速な拡大が、商店街のみならず、大型店にも大きな影響を与えていると考えられます。 

 

●消費者の変化 

 一方、消費者（住民）の側をみると、少

子高齢化や、回復傾向にはあるものの、未

だ低迷している経済情勢といった社会全般

の状況に加えて、本市では、市外からの転

居に伴う人口の社会増が続いており、地元

とのつながりが薄い消費者が商店街を利用

しない傾向にあることなども、地域の商業

にとっては影響があるものと考えられます。 

 また、インターネットショッピングに代

表される商品購入チャネル※12の多様化や消

費行動・価値観の変化などもあげられます。 

 

●少子高齢化の影響 

こうした環境変化の一例として、少子高齢化の影響を考えてみると、本市では、あと１４年ほど

は人口増加が続くものと予想されますが、平成

４２年をピークに減少に転じ、約２０年後には

約３割が高齢者になるものと予想されます。民

間の調査結果によると、近年は高齢化に伴い、

ライフサイクル的に消費性の高い高齢者比率

が上昇しており、今後も、高齢化の進展に伴い

消費性は緩やかに上昇していくとされていま

す。先行きの人口減少が避けられないもとで、個人消費の成長を確かなものとするためには、高齢

者ニーズを取り込むことも重要であると考えられます。 

 

●商品購入チャネルの変化 

また、別の民間調査結果によると、日常的に利用する商品購入チャネルの平均利用頻度について

は、ほとんどの商品購入チャネルが上昇もしくは横ばいであるのに対して、商店街の中の一般小売

店については、利用頻度が大幅に減少しており、消費者の商店街離れを示す結果となっています。 

さらに、耐久消費財や趣味品などの買回り品を購入するチャネルの利用割合については、百貨

店・デパートが大幅に減少しているのに加え、大型家電量販店や総合ショッピングセンターといっ

た専門店業態の利用の拡大も頭打ちになっており、いわゆる大型店をめぐっても消費者の行動が変

化していることがわかります。 

11.0 
12.5 

14.8 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

2009年 2012年 2015年

（回／年）

「インターネット通販」利用者の

年間平均利用回数の推移
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[（出典）NRI（野村総合研究所）生活者1万人アンケート] 

[日常的に利用する商品購入チャネル※12の平均利用頻度] 

 

 

② 本市商業の強み 

本市商業の強みの１つ目としては、ＪＲ、小田急、江ノ電、相模鉄道、横浜市営地下鉄、湘南モ

ノレールの６つの鉄道が乗り入れる鉄道交通の結節点であり、湘南地域の中では最も高い吸引力を

持っていることがあげられます。その中心となるのは、藤沢駅・湘南台駅ですが、近年では大型商

業施設が建設された辻堂駅においても乗降客数が増加しています。 

２つ目としては、人口の増加があげられます。本市では平成４２年まで人口が増加することが見

込まれており、他都市と比較して人口が減少に転じる時期が遅く、そのスピードも比較的緩やかで

あると予測されています。 

３つ目としては、昼間人口が多いことがあげられます。湘南工科大学、慶應義塾大学、日本大学、

多摩大学の４大学があるなど、文教都市として若者世代が流入することに加え、江の島や湘南海岸

に代表される観光地に多くの観光客が集まることや、多くの企業が集積しており多数の従業者を抱

えていることも本市の強みであり、商業にとってのポテンシャル※１3は高いものと考えられます。 
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0.0
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10.0

12.0

1997年 2000年 2003年 2006年 2009年 2012年 2015年

（
回
／
月
）

食品スーパー

コンビニエンスス

トア

ＧＭＳ（大規模小

売店）

商店街の中の一

般小売店

薬局・薬店、ド

ラッグストア

１００円ショップ

事業所数
（箇所）

従業員者数
(人)

売場面積
（㎡）

年間販売額
（百万円）

県 9,081,284 36,926 332,700 6,658,959 6,969,920 - -

藤 沢 418,302 1,876 17,836 376,212 353,891 461,093 110.2%

横 浜 3,702,225 13,657 133,836 2,675,519 3,166,720 4,125,999 111.4%

川 崎 1,450,365 4,824 45,744 798,866 907,271 1,182,106 81.5%

相 模 原 721,105 2,825 27,220 617,088 497,634 648,380 89.9%

横 須 賀 408,934 2,101 16,180 313,634 303,570 395,529 96.7%

平 塚 257,737 1,322 10,494 195,767 199,038 259,332 100.6%

鎌 倉 173,245 1,183 7,669 120,199 135,972 177,161 102.3%

小 田 原 195,831 1,387 9,970 223,331 214,525 279,510 142.7%

茅 ヶ 崎 237,384 940 7,352 144,365 133,958 174,537 73.5%

厚 木 224,920 1,043 9,490 199,839 203,150 264,689 117.7%

大 和 232,220 976 9,557 231,264 177,369 231,099 99.5%

<24年経済センサス-活動調査>

小売業の県内他市との比較　

行政人口
（Ｈ２４.２.1現在）

　　　　　  区分
   市

小売業
商業人口
（人）

吸引力
商業人口

行政人口
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③ 今後の課題 

●住民ニーズへの対応 

今後の商業振興を考える上での課題の１つとしては、消費者である住民ニーズへいかに対応して

いくかがあげられます。社会環境の変化に伴い、住民ニーズや商品購入チャネル※12が多様化し、

消費者は単にモノを買うだけでは満足せず、お

店を訪れた際の接客や雰囲気なども重視する

ようになっています。また、消費者のレジャー

や癒しに対する需要も大きくなっています。住

民からは、商店街に活気を求める声が根強く、

安全・安心な街の実現のためにも、商店街が地

域コミュニティ※14の中心であることが求めら

れています。 

こうしたことから、従来の施策に加え、消

費者目線で住民ニーズに対応したさまざま

な施策を講じていく必要があると考えられ

ます。 

 

●大型店との共存 

格安量販店が売り上げを伸ばし、インター

ネットショッピングのさらなる成長が見込

まれる中、商店街だけではなく大型店にとっても厳しい環境が続くものと考えられます。大型店の

出店が商店街に与える影響は無視できないものがありますが、大型店の撤退が与える影響も大きく、

今後は大型店と商店街がいかに共存していくかも重要な課題です。また、商店街においては、商店

の廃業や新規店舗の商店街未加入などにより会員が減少傾向にあるほか、後継者不足も課題となっ

ています。こうした中では、大型店も商店街も、これまで以上に中心的な顧客が居住する地域と連

携を強化していく必要があります。 

 

④ 今後予想される変化 

まず、藤沢駅周辺地区における再整備があげ

られます。藤沢駅周辺は、整備から３０年以上

が経過し、駅施設の改良や老朽化した建物の更

新など多くの課題を抱えており、同じく老朽化

が進む公共施設の再編等もあわせて、藤沢の都

心部である藤沢駅周辺の将来像を描き、それぞ

れの分担のもとに都市づくりを進めるため、再

整備が始まっており、今後の藤沢の商業にも大

きな環境変化が見込まれます。 

 また、インターネットショッピングのさらな

る成長、北部地域を含めた観光振興策強化によ

る観光客増加などが見込まれるとともに、平成

３２年度に開催することが決定した東京  

２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会に向けては、これを契機とした活性化への動きが

予測されます。 
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第３章 将来像・基本理念・基本戦略の設定 
 

 

 

 １ めざすべき将来像及び基本理念 

 

 本計画は「藤沢市市政運営の総合指針２０２０」の理念や施策の方向性の共有を踏まえた中で、地

域経済の循環により地域経済の活力あふれる「湘南の元気都市」を目指します。 

 

 

 

  

 地域経済の循環により 

  活力と魅力のあふれる「湘南の元気都市」 

                 を目指します 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

めざすべき将来像及び基本理念 
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 ２ 活かすべき藤沢の強みと基本戦略の設定 

 

 本計画は、将来像実現のために５つの基本戦略（大柱）を定めています。各基本戦略の展開の中で

藤沢の強みを活かした特色のある産業振興を目指しています。 

 

 

 

 

 

 

１ 自然環境・地理に恵まれたまち 東京・横浜との近接性 

東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会開催 （平成32年） 

温暖な季候・豊かな自然 

特色のある近隣市町との連携が可能 

２ 人材力・知的資源に溢れるまち 特色のある市内４大学等の知的資源 

人材力（首都圏の優秀な人材が確保できる） 

湘南の生活環境・文化・ブランド力 

３ 人が集まるまち ６つの路線が乗り入れる鉄道交通の結節点 

江の島や湘南海岸に代表される観光地 

文教都市として、昼間は若者世代が流入 

４ これまでの産業振興の成果 商業・工業・観光・農業・水産業のバランスのとれた産業都市 

既存企業の集積と研究開発機能の立地 

湘南新産業創出コンソーシアム※15などで形成された産学官のネットワーク 

複数の特区制度の対象地域 

５ これからの都市基盤整備 （仮称）綾瀬インターチェンジ設置、さがみ縦貫道路開通、 

相模鉄道の延伸に向けた取組 

「新産業の森※４」地区など新規産業用地の創出 

拠点駅周辺などでの都市基盤整備の取組 

【基本戦略１】 

  中小企業発展のための総合的支援 

【基本戦略２】 

  研究開発拠点や研究開発力の高い企業の集積をめざす企業立地促進 

【基本戦略３】 

  産学官連携と広域連携によるベンチャー企業※９支援と新産業創出 

【基本戦略４】 

  地域コミュニティ※14の核となる商業の発展支援 

【基本戦略５】 

  拠点駅周辺の商業の活性化 

 

将来像実現のための 

５つの基本戦略 

活かすべき藤沢の 

５つの強み 
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 ３ 将来像の実現に向けた施策体系と事業主体等 

 

（１）施策体系  

 本計画は、めざすべき将来像から基本戦略（大

柱）について、平成３４年度までを想定した全体

構想として定めた上で、計画の具体性と実効性を

高めるために、基本戦略ごとに「施策の方向性（中

柱）」と具体的な「構成事業（小柱）」を設定して

います。「施策の方向性（中柱）」以下の内容はア

クションプラン※５とし、３年ごとにＰＤＣＡサイ

クル※16による見直しを行います。 

 

 

 

 

 

（２）事業主体等  

 地域産業振興に関わる各主体がそれぞれの役割を果たしつつ連携を強化することが求められて

います。本計画は、市と地域経済団体が一体となり、産業拠点である藤沢商工会館を中心に、市内

事業者、市民、大学、国・県等の支援機関、近隣市町、ＮＰＯ等との連携により推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

めざすべき将来像 

藤沢 
商工会議所 

（公社）藤沢市 
商店会連合会 

（公財）湘南 
産業振興財団 

藤沢市 

市民 

ＮＰＯ

地域 

国・県等 
支援機関 

近隣市町 

大学 

市内 
事業者 

めざすべき将来像

と基本理念 
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第４章 施策体系一覧 
 

 

 

 

市が主体で予算の執行を伴う事業については、市議会における当該年度予算の議決を前提としています。 
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第5章 ５つの基本戦略の内容 
 
 
 

 基本戦略（大柱）１ 中小企業発展のための総合的支援 

 

１ 基本戦略のめざす姿 

 本市の事業所数の９９％を占める中小企業は、本市経済を支える重要な役割を果たしています。

地域経済の真の発展のためには、大企業が生み出す経済効果に頼るだけでなく、中小企業の力がさ

まざまな分野で発揮され、市内取引・市内消費の拡大による循環によって市内産業が活性化するこ

とが不可欠です。 

 地域経済活力の源泉である中小企業発展のための総合的な支援を行うことにより、地域経済の活

力再生を目指します。 

 
２ 施策の概要 

 中小企業は大企業に比べ「人」「もの」「資金」のいずれの経営資源についても十分ではありま

せん。特に、小規模企業振興基本法が平成２６年６月に制定され、中小企業の大半を占める小規模

事業者については事業の持続的発展への支援が求められているとともに、従業員数５人以下の小企

業者については円滑かつ着実な事業の運営を適切に支援することが求められています。本市の産業

拠点施設である藤沢商工会館において、金融支援、取引拡大支援、立地支援、経営革新支援、技術

革新支援、国際展開支援及び従業員の確保・定着支援を総合的・体系的に実施することにより、中

小企業の発展を図ります。 

 

３ 目標 

No. 項目（単位） 
2015年度 

（実績） 

2018年度 

（３年） 

2021年度 

（６年） 

１ 藤沢市中小企業融資制度の 

融資件数（上段・件）／金額（下段・千円） 

（注）目標値は2015年度からの累計 

２０７ 

1,938,000 

７３２ 

6,441,000 

１，２５７ 

10,944,000 

２ 中小企業の企業立地等事業計画の累計認定数

（件） 

２８ ３６ ４１ 

３ 公的助成金等申請支援の件数（件） 

(注) 目標値は2015年度からの累計 

１９０ ７６０ １，３３０ 

４ 海外企業とのビジネスマッチング※22等支援件数 

(注) 目標値は2015年度からの累計 

１３１ 

 

５２４ ９１７ 
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４ 施策（構成事業） 

中柱１ 金融支援の推進 

・中小企業発展のための金融支援の拡充を図ります。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 藤沢市中小企業融資制度

による支援 

市内中小企業が金融機関から低利

で運転資金・設備資金等の融資を

受けるための中小企業融資制度

（間接融資）の拡充 

藤沢市 

（公財）湘南産業振興財団 

取扱金融機関 

神奈川県信用保証協会 

2 中小企業融資利子補給によ

る支援 

市・県・日本政策金融公庫の対象と

なる中小企業融資制度を利用した

事業者が支払った利子の一部につ

いて助成 

藤沢市、藤沢商工会議所 

（公財）湘南産業振興財団 

取扱金融機関 

神奈川県信用保証協会 

3 中小企業信用保証料補助

による支援 

市・県の対象となる中小企業融資

制度を利用した事業者が県信用保

証協会に支払った信用保証料に

ついて助成 

藤沢市 

（公財）湘南産業振興財団 

取扱金融機関 

神奈川県信用保証協会 

4 マル経融資（経営改善貸

付） 

商工会議所の経営指導を６カ月以

上受け、推薦を受けた従業員20人

以下（商業・サービス業は 5人以

下）の商工業者への貸付 

藤沢商工会議所 

日本政策金融公庫 

5 連携融資 各金融機関の中小企業向け「ビジ

ネスローン」（融資商品）に商工会

議所会員限定で金利優遇等をプラ

ス 

藤沢商工会議所 

協力金融機関 

 6 

 

経営発達支援資金 小規模事業者において、事業の持

続的発展を目的とした事業計画の

実施のために必要とする設備資金

及びそれに伴う運転資金（限度額

7,200万円）の貸付 

藤沢商工会議所 

 

 

 

 

中柱２ 市内企業の取引拡大支援と交流促進（ネットワーキング） 

・市内業者への優先発注など市内企業の取引拡大のための取組を推進します。 

・市内企業の交流促進（ネットワーキング）を図ります。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

１ 市内業者への優先発注 市内業者を基本とする藤沢市から

の優先発注 

藤沢市 

2 ふじさわ元気バザール事業

のバージョンアップ  

定期開催やテーマ別開催、開催場

所の変更等による、新たな出展者

や来場者の生み出し、及びそれに

伴うさらなるにぎわいの創出や経済

振興の促進 

藤沢市、藤沢商工会議所 

（公社）藤沢市商店会連合会 

（公財）湘南産業振興財団 

市内事業者  ほか 

拡充 

新規 

拡充 指針 
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3 産業版「地産地消」の推進  各種事業・イベントを通して、産業

版の「地産地消」の働きかけを実

施、市内企業間の受発注を促進 

藤沢市、藤沢商工会議所 

（公社）藤沢市商店会連合会 

（公財）湘南産業振興財団 ほか 

4 消費税率引き上げや景気の

変動などに対応した需要喚

起策や景気対策の実施 

消費税率引き上げや景気の変動

に対応し、市内消費・市内取引を

喚起するための事業や景気の変動

に対応する経済対策を実施 

藤沢市、藤沢商工会議所 

（公社）藤沢市商店会連合会 

（公財）湘南産業振興財団 ほか 

5 共同見本市出展支援 販路拡大、技術交流、新技術・新

製品発表のための見本市への共

同出展 

湘南広域都市行政協議会 

（藤沢市、茅ヶ崎市、寒川町） 

各商工会議所、商工会 

（公財）湘南産業振興財団 

6 商工会議所における企業間

交流促進 

業種別の各部会における経営者相

互の情報交換や研修会等参加 

藤沢商工会議所 

7 ふじさわ産業フェスタ 商工業製品・特産品等のＰＲによる

受発注の促進と市民が市内産業に

ふれあうためのイベント 

藤沢商工会議所 

藤沢市 

（公財）湘南産業振興財団 ほか 

8 藤沢バーチャルタウン※17、 

ザ・ビジネスモール※１8、 

産業Navi※19の推進 

企業ＰＲを商工会議所ホームペー

ジに掲載、また、全国の商工会議

所・商工会が運営する商取引支援

サイトなどの活用支援 

藤沢商工会議所 ほか 

9 飲食店等事業所紹介マップ

の作成 

市内の飲食店等を地域ごとに紹

介・ＰＲする冊子を作成し、市内外

の飲食店、ホテル等に配架 

藤沢商工会議所 

 

10 きぎょう（企業・起業）情報交

換会 

地域を越えた企業間の交流を図

り、受発注等を促進する情報交換

会について対象エリアを拡大して

開催 

藤沢商工会議所 

 

11 多様な事業者とのビジネス

マッチング※22 

市内外の多様な事業者と地元企業

との受発注を促進 

藤沢商工会議所 

 

 

 

中柱３ 企業立地支援の推進 

・中小企業向けの立地支援策の充実や中小企業に配慮した立地支援を図ります。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 中小企業向けの立地支援

策の充実  

企業立地支援策における中小企業

向け支援の充実 

藤沢市 

2 市内中小企業に配慮した立

地支援  

住工混在に悩む市内中小企業に

対する新規産業用地等への移転

支援 

藤沢市 

 

 

 

 

拡充 

拡充 

拡充 

新規 
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中柱４ 経営相談・経営革新支援の推進 

・専門家による経営相談やセミナー等の実施により中小企業の経営革新支援を推進します。 

・企業訪問等により各種相談対応を図ります。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 中小企業の経営相談 

 

法律、税務、特許、労務、創業、経

営、登記、許認可、融資、情報化、

下請あっせん等、さまざまな経営課

題に関する相談 

藤沢市 

藤沢商工会議所 

（公財）湘南産業振興財団 

２ 経営革新のための各種セミ

ナー・講習会 

経営革新のための各種セミナー・

講習会や勉強会 

藤沢商工会議所 

（公財）湘南産業振興財団 

3 若手ものづくり経営者・後継

者交流会（２市1町） 

ものづくり分野の若手経営者・後継

者の交流・議論の場づくりを行い、

企業間連携により経営革新・技術

革新を支援 

藤沢市 

藤沢商工会議所 

（公財）湘南産業振興財団 

 

 

中柱５ 技術革新支援の推進   

・中小企業の技術革新のための支援を推進します。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 公的助成金等の申請支援  認定経営革新等支援機関※33とし

て、国・県の公的助成金等活用の

ための支援（情報提供・申請指導

等）を実施 

（公財）湘南産業振興財団 

藤沢商工会議所 

 

2 知的財産戦略支援 

 

国・県等の支援施策への橋渡し等

を実施 

（公財）湘南産業振興財団 

藤沢商工会議所、藤沢市 ほか  

3 【再掲】若手ものづくり経営

者・後継者交流会（２市1町） 

ものづくり分野の若手経営者・後継

者の交流・議論の場づくりを行い、

企業間連携により経営革新・技術

革新を支援 

藤沢市 

藤沢商工会議所 

（公財）湘南産業振興財団 

 

４ 市内企業のロボット関連製

品分野への参入支援 

ロボット関連施設の見学会、セミナ

ー、研究会等の実施と製品開発支

援 

藤沢市、ロボット関連企業、 

藤沢商工会議所、 

（公財）湘南産業振興財団 ほか 

 

中柱６ 海外展開支援の推進 

・ＪＥＴＲＯ※20、神奈川県等と連携し、中小企業の海外展開を支援します。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 ＪＥＴＲＯ、神奈川県、新輸出

大国コンソーシアム※21と連

携した海外展開支援の取組 

海外展開等に関する支援を希望す

る企業をＪＥＴＲＯ、神奈川県、新輸

出大国コンソーシアムが実施する

支援策へ橋渡し 

藤沢市、藤沢商工会議所 

（公財）湘南産業振興財団 

ＪＥＴＲＯ、神奈川県、新輸出大国コ

ンソーシアム 

 

指針 

指針 
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2 海外の産業都市との交流事

業の推進とビジネスマッチン

グ※22の実施 

ＪＥＴＲＯと連携し海外の産業都市 

との産業交流や市内企業と現地企

業とのビジネスマッチング等の実施 

藤沢市 

（公財）湘南産業振興財団 

藤沢商工会議所 

ＪＥＴＲＯ、神奈川県 

3 海外展開に関するセミナ

ー・相談会等の実施 

ＪＥＴＲＯや神奈川県と連携し、市内

企業の海外展開に関するセミナー

や相談会等を実施 

藤沢市 

（公財）湘南産業振興財団 

藤沢商工会議所 

ＪＥＴＲＯ、神奈川県 

 

中柱７ 従業員の確保・定着支援の推進 

・勤労者福祉サービスセンター※23事業を近隣自治体との連携により推進します。 

・中小企業の従業員確保を支援します。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 湘南勤労者福祉サービスセ

ンター事業の推進 

近隣自治体と連携し、中小企業勤

労者の福利厚生の向上により従業

員の定着を図り、経営の安定を支

援 

（公財）湘南産業振興財団 

（湘南勤労者福祉サービスセンター） 

藤沢市、鎌倉市、茅ヶ崎市 ほか 

2 各種共済（保険）制度 各種共済制度や保証プラン、レクリ

エーション事業等福利厚生事業の

推進 

藤沢商工会議所 

（民間保険会社・（独）勤労者退職金共済機

構・（独）中小企業基盤整備機構） 

3 湘南就職面接会 雇用機会の確保・拡充のための合

同就職面接会 

ハローワーク藤沢・藤沢市 

藤沢商工会議所 ほか 

4 市内企業就職説明会 企業の人材確保を目的とした合同

就職説明会 

藤沢市 

藤沢商工会議所 ほか 

 

中柱８ 小規模事業者支援の推進 

・小規模企業振興基本法の制定や「商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する

法律」（小規模支援法）の改正の趣旨を踏まえ、小規模事業者の事業の持続的発展への支援を

推進します。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 伴走型の事業計画策定・実

施支援のための体制整備 

小規模事業者の課題に対し、事業

計画の策定や着実な実施等を事

業者に寄り添って支援する体制の

整備 

藤沢商工会議所 

藤沢市 

（公社）藤沢市商店会連合会 

（公財）湘南産業振興財団 

2 商工会議所を中心とした連

携の強化 

小規模支援法に基づく商工会議所

による支援計画「経営発達支援計

画」に基づき、県、市、経済団体、

地域金融機関等の連携を強化 

藤沢商工会議所、藤沢市 

（公社）藤沢市商店会連合会 

（公財）湘南産業振興財団 

金融機関 ほか 

新規 

拡充 

拡充 

指針 

指針 
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 基本戦略（大柱）２ 研究開発拠点や研究開発力の高い企業の集積 
                      をめざす企業立地促進 
 

１ 基本戦略のめざす姿 

 本市では、大規模製造工場の閉鎖・市外転出が続く一方で、近年、いすゞ自動車㈱の開発部門、

日本精工㈱の総合研究開発センター、アズビル㈱藤沢テクノセンター、㈱ＨＧＳＴジャパン藤沢事

業所、㈱ＮＯＫ湘南開発センター、武田薬品工業㈱の湘南研究所など、大企業の研究開発拠点が数

多く集積し、研究開発力の高い中小企業も数多く立地しています。海外新興国のさらなる発展と国

内の人口減少による市場の縮小が見込まれており、今後も生産拠点の県外・海外シフトが進むこと

が避けられない中で、本市産業の構造転換への対応が求められています。 

 「さがみロボット産業特区※１」など、本市が複数の特区制度の対象地域に指定されたことを活か

し、これまで以上に神奈川県との連携を強化することにより、研究開発拠点や研究開発力の高い企

業の集積やロボット関連企業など成長分野の企業の集積を図るとともに地域経済の活力再生を目

指します。 

 

２ 施策の概要 

 さがみ縦貫道路（圏央道）の開通による物流施設などの立地動向を注視しつつ、「新産業の   

森※４」地区における新規産業用地の創出に努めるとともに、企業誘致と既存立地企業の市内再投資

の誘発（市外転出防止）を図ります。また、住工混在に悩む市内中小企業に対して新規産業用地等

への移転を支援するとともに、波及効果の大きい大企業の市内投資や成長分野の企業とされるロボ

ット関連企業の新規市内進出に対しても立地支援を進め、立地企業と市内中小企業との取引拡大を

図ります。さらに、広域的視点から交通ネットワーク等の都市基盤整備を推進します。 

 

３ 目標 

No. 項目（単位） 
2015年度 

（実績） 

2018年度 

（３年） 

2021年度 

（６年） 

１ 企業立地等事業計画の累計認定数（件） ６１ ７２ ７８ 

２ 立地支援に係る累計投資額（億円） １，７２３ １，９０１ １，９４４ 

３ 
立地支援に係る累計新規雇用人数［正社員］

（人） 
１，１３２ １，１５９ １，１６４ 

４ 

テナント型企業誘致の累計件数（重点産業立地

促進助成制度） 

（注）目標値は2015年度からの累計 

１ ４ ７ 
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４ 施策（構成事業） 

中柱１ 新規産業用地の創出と市内中小企業の住工混在への対応  

・「新産業の森※４」地区における新規産業用地の創出に努めます。 

・市内中小企業に配慮した立地支援を進め、市外転出防止を図ります。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 「新産業の森」地区における

産業用地創出の取組 

「新産業の森」地区における新規産

業用地創出に向けて地権者ととも

に取り組む 

藤沢市、地権者 ほか 

2 

 

【再掲】市内中小企業に配

慮した立地支援 

住工混在に悩む市内中小企業に

対する新規産業用地等への移転

支援 

藤沢市 

 

中柱２ 企業誘致と既存企業の市内再投資の誘発（市外転出防止） 

・「新産業の森」地区の新規産業用地に対応可能な企業立地支援策を実施します。 

・立地支援を通して中小企業の研究開発力等の強化を支援します。 

・ロボット関連企業などの成長分野の企業を誘致するための施策を実施します。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 「新産業の森」に対応する税

制上の支援措置  

「新産業の森」の新規産業用地に

対応する企業立地支援として税制

上の支援措置を実施 

藤沢市 

2 

 

企業立地雇用奨励補助制

度による支援  

研究所・工場等を建設した際に、市

民を雇用した企業への助成 

藤沢市 

3 

 

企業立地促進融資利子補

給制度による支援 

神奈川県産業集積支援融資を利

用した企業への利子補給 

藤沢市 

 

４ 【再掲】中小企業向けの立

地支援策の充実  

企業立地支援策における中小企業

向け支援の充実 

藤沢市 

５ ロボット関連企業等の成長

分野の企業に対する立地支

援策の充実 

ロボット関連企業等の成長分野の

企業が市内投資を行う場合の税制

上の支援措置を拡充 

藤沢市 

６ 重点産業立地促進助成制

度（テナント型企業誘致）の

実施 

ロボット関連企業等の成長分野の

企業が市内オフィスビル等を新た

に賃借した場合の賃料補助 

藤沢市 

７ 

 

企業訪問による各種情報提

供・収集 

企業訪問による企業ニーズに合っ

た各種情報提供・収集 

藤沢市 

（公財）湘南産業振興財団 
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中柱３ 立地企業と市内企業の取引拡大の推進  

・立地企業と市内企業の取引拡大を図るための取組を進めます。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 立地企業への支援策の実

施 

市内に進出した企業等に対して市

内事業者の活用を促進 

藤沢商工会議所 

2 

 

立地企業に対する市内発注

と市民雇用の促進の働きか

け 

立地企業への定期的な企業訪問

等により市内事業者の活用と市民

雇用の促進の働きかけ 

藤沢市 

藤沢商工会議所 

 
中柱４ 交通ネットワーク等の都市基盤整備の推進  

・広域的な視点から交通ネットワーク等の都市基盤整備を促進します。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 （仮称）綾瀬スマートインタ

ーチェンジの設置促進に向

けた取組 

(仮称)綾瀬スマートインターチェン

ジ早期設置の促進を図るため、関

係機関への要望活動等を実施 

神奈川県、綾瀬市、中日本高速道

路（株）、綾瀬インターチェンジ設

置促進連絡協議会（７市１町）、関

東国道協会(各市区町村)、７市１町

商工会議所・商工会 ほか 

2 

 

横浜湘南道路の早期開通

に向けた取組 

横浜湘南道路の早期整備を図るた

め、関係機関への要望活動等を実

施 

国、首都圏中央連絡道路建設促

進期成同盟会（神奈川県、各市

町）、関東国道協会(各市区町村)、 

各商工会議所・商工会 ほか 

3 主要幹線道路整備の取組 主要幹線道路である国・県道（横浜

藤沢線など）の整備促進 

国、神奈川県、藤沢市、関東国道

協会(各市区町村)、藤沢商工会議

所 ほか 

4 

 

「健康と文化の森」のまちづ

くりと相模鉄道の延伸に向

けた取組 

「健康と文化の森」のまちづくりを推

進するとともに、いずみ野線の延伸

に向けた取組を実施 

神奈川県、藤沢市 

慶應義塾大学、鉄道事業者 ほか 

5 

 

村岡新駅の設置に向けた取

組 

村岡新駅の早期設置に向けた取

組の実施 

神奈川県、藤沢市、鉄道事業者 

ほか 



 

 - 36 - 

 基本戦略（大柱）３ 産学官連携と広域連携による 
               ベンチャー企業支援と新産業創出  
 

１ 基本戦略のめざす姿 

 本市には異なった特色を有する４大学があり、その知的資源を活かすことが重要です。また、「さ

がみロボット産業特区※１」など、本市が複数の特区制度の対象地域に指定されたことを活かして新

たな産業を創出する取組が求められています。 

 大学のある強みを活かす産学官連携と県や近隣市町との広域連携を推進し、女性、若者、シニア

の力を引き出すことなどにより地域に新たな活力をもたらす創業が増すとともに、既存企業の成長

分野（ロボット産業・健康医療産業など）への取組を支援することなどにより、地域経済の活力再

生を目指します。 

 
２ 施策の概要 

 産業競争力強化法に基づき国（経済産業省・総務省）から認定をうけた本市の「創業支援事業計

画」を基本に、市と藤沢商工会議所、（公財）湘南産業振興財団が一体となり、藤沢市内で創業を

めざす人や創業して間もない人を、専門家や関係機関と連携して支援し、藤沢商工会館を中心とし

たワンストップ創業相談※24体制の構築、創業セミナー、ビジネスコンテスト、創業資金支援、イン

キュベーション施設を通じた支援、コミュニティビジネス※29支援など、創業者・創業予定者の成長

段階に合わせた総合的支援を実施します。 

 また、「湘南新産業創出コンソーシアム※15」などを通してテーマ誘導型の産業振興などに取り組

むとともに、今後成長が見込まれるロボット関連産業の振興に取り組み、２０２５年問題といった

超高齢社会の進展などに伴う社会的課題に対して、藤沢発のソーシャルイノベーション※34の実現に

向けて、先端的なロボットに関する普及啓発、人材育成、実証実験支援、製品開発支援等を推進し、

新しい産業の集積を図ります。 

 

３ 目標 

No. 項目（単位） 
2015年度 

（実績） 

2018年度 

（３年） 

2021年度 

（６年） 

1 ビジネスコンテスト累計応募者数（件） ３０３ ３５８ ４１２ 

２ 
インキュベーション施設を退去したベンチャー

企業※９の累計市内定着数（社）  
６０ ６７ ７３ 

３ 
産業競争力強化法に基づく特定創業支援を受

けた者による累計法人設立数（社） 
１１ ２６ ４１ 

４ 
コミュニティビジネス経営相談等実施数（回） 

（注）目標値は2015年度からの累計 
２２ ８２ １４２ 

５ 
ロボット実証実験の累計支援数（件） 

（注）目標値は2015年度からの累計 
４ １２ ２１ 
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４ 施策（構成事業） 

中柱１ 創業相談体制の充実 

・創業希望者・創業者からのさまざまな相談に、専門家や関係機関と連携して対応します。 

・藤沢商工会館でのワンストップ創業相談※24体制を構築します。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 ワンストップ創業相談の実施 藤沢商工会館における藤沢商工会

議所と（公財）湘南産業振興財団の

連携による相談者のニーズに対応

した各種創業相談の実施 

藤沢商工会議所 

（公財）湘南産業振興財団 

藤沢市、各種専門家、日本政策金

融公庫、地域金融機関 

 

中柱２ 創業塾・ビジネスコンテストの充実 

・創業に必要な「経営・財務・人材・販路」などに関する知識の習得を支援します。 

・起業家発掘に取り組み、伴走型の創業支援を充実させます。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 湘南創業塾・独立Ｎａｖｉ※25

事業 

創業に必要なノウハウの習得と創

業者間の交流を促進 

藤沢商工会議所 

各種専門家 

２ 創業セミナー 創業に関する各種セミナー 藤沢商工会議所 

（公財）湘南産業振興財団 

藤沢市 ほか 

３ 湘南ビジネスコンテスト コンテスト形式により事業アピール

を行うビジネスプラン発表会で、日

本一の手厚い支援を目指した「成

長支援型」のコンテスト 

（公財）湘南産業振興財団 

藤沢市、茅ヶ崎市、寒川町 ほか 

藤沢商工会議所 

地域金融機関 ほか 

 

中柱３ 創業資金支援の充実 

・利子補給や信用保証料補助など創業資金への支援を充実させます。 

・創業資金の確保や創業して間もない企業の資金調達についての相談対応を行います。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 県の創業支援融資等への

利子補給・信用保証料補助

制度 

県の創業者向け融資制度を利用し

た事業者が支払った利子及び信用

保証料の一部について助成 

藤沢市、神奈川県 

（公財）湘南産業振興財団 

取扱金融機関 

神奈川県信用保証協会 

2 女性・若者・シニアの創業資

金への利子補給制度 

日本政策金融公庫（国民生活事

業）の「女性・若者／シニア起業家

支援資金」を利用した事業者が支

払った利子の一部について助成 

藤沢市 

日本政策金融公庫 

（公財）湘南産業振興財団 

3 日本政策金融公庫による創

業融資 

藤沢商工会議所での定例相談など

を通じた日本政策金融公庫の創業

予定者向け融資 

日本政策金融公庫 

藤沢商工会議所 

（公財）湘南産業振興財団 

4 地域金融機関による創業融

資 

地域の金融機関による創業者や創

業予定者向け融資 

地域金融機関 

藤沢商工会議所 

（公財）湘南産業振興財団 

 

 

指針 
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5 創業補助金等の申請支援  認定経営革新等支援機関※33とし

て、国・県等の創業補助金活用の

ための支援（情報提供・申請指導

等）を実施 

（公財）湘南産業振興財団 

藤沢商工会議所 

 

6 ベンチャーファンド※26活用

に関する支援 

中小機構が資金提供している投資

ファンドなどについての紹介や橋

渡し支援 

藤沢市 

（独）中小企業基盤整備機構 

（公財）湘南産業振興財団 

 

中柱４ インキュベーション施設（起業家育成施設）を通した支援の充実 

・都市拠点型及び大学連携型の市内２か所のインキュベーション施設を運営し、施設入居者へ

の成長段階に応じた支援を進めます。 

・施設退去時の市内定着支援や退去後の継続的な経営支援に取り組みます。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 湘南藤沢インキュベーション

センター（都市拠点型起業

家育成施設：SFIC）の運営 

（公財）湘南産業振興財団、藤沢

市、藤沢商工会議所が連携した湘

南藤沢インキュベーションセンター

の運営及び起業家への育成支援 

（公財）湘南産業振興財団 

藤沢市 

藤沢商工会議所 ほか 

2 慶應藤沢イノベーションビレ

ッジ（大学連携型起業家育

成施設：SFC-IV）の運営 

中小機構、慶應義塾大学、神奈川

県、藤沢市の 4者が連携した慶應

藤沢イノベーションビレッジの運営

及び起業家への育成支援 

（独）中小企業基盤整備機構 

慶應義塾大学 

神奈川県、藤沢市 

（公財）湘南産業振興財団 

３ 

 

ＩＭ（インキュベーションマネ

ージャー）※27によるハンズ

オン支援※28 

市内起業家育成施設入居企業等

に対する、ＩＭ（ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝﾏﾈｰ

ｼﾞｬｰ：起業家育成支援専門家）に

よるきめ細かな支援 

（独）中小企業基盤整備機構 

慶應義塾大学 

藤沢市 

（公財）湘南産業振興財団 

４ 

 

起業家育成施設入居支援

賃料補助による支援 

大学連携型起業家育成施設入居

企業に対する賃料補助 

藤沢市 

（公財）湘南産業振興財団 

５ 入居者向け勉強会・相談会

等の開催 

起業家育成施設入居者向けの勉

強会やセミナー、相談会等を開催 

（独）中小企業基盤整備機構 

慶應義塾大学、藤沢市 

（公財）湘南産業振興財団 ほか 

６ 

 

施設退去時の市内定着支

援 

起業家育成施設退去時において

市内事業所等を開設する経費の一

部を助成 

藤沢市 

（公財）湘南産業振興財団 

藤沢商工会議所 

７ 

 

施設退去後の継続的な経

営支援 

起業家育成施設退去後の成長支

援の検討・実施 

藤沢市、藤沢商工会議所 

（公財）湘南産業振興財団 

 

中柱５ コミュニティビジネス※29の推進 

・コミュニティビジネスの創業を支援し、地域の活性化を図ります。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 コミュニティビジネスセミナ

ー  

コミュニティビジネスの創出と育成

等を目的としたセミナー・事例発表

会の実施 

藤沢市 

（公財）湘南産業振興財団 

藤沢商工会議所 

指針 
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2 

 

コミュニティビジネス※29経営

相談  

専門家と連携したコミュニティビジ

ネス事業者への出張相談 

藤沢市 

（公財）湘南産業振興財団 

藤沢商工会議所 

3 コミュニティビジネスに取り

組む事業者間の交流促進 

コミュニティビジネス事業者に関す

る情報発信や事業所見学会の実

施等により事業者間の交流を促進 

藤沢市 

（公財）湘南産業振興財団 

藤沢商工会議所 

4 

 

コミュニティビジネス創業へ

の助成 

コミュニティビジネスを創業する際

の賃借料と改装費の一部を助成 

藤沢市 

 

中柱６ テーマ誘導型の産業振興の推進 

・農商工連携※30、地域ブランド※31育成、コンテンツ産業※32支援、環境・エネルギー、健康医

療等成長分野支援など、テーマ誘導型の産業振興を推進します。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 農商工連携の推進 

（地産地消の推進） 

地産地消などをテーマとした地域

の特産品を活かした農商工連携の

推進や産学連携による新たな特産

品づくりの推進 

藤沢市、藤沢商工会議所 

（公財）湘南産業振興財団 

日本大学  ほか 

2 

 

地域ブランドの育成 

（地産地消の推進） 

湘南の文化を活かし、地域資源・

地域特産品等の地域ブランドを育

成 

藤沢市、藤沢商工会議所 

（公財）湘南産業振興財団 

日本大学 ほか 

3 コンテンツ産業への支援 

 

フィルムコミッション※35事業などを

通したコンテンツ産業支援によるシ

ティプロモーション※36やコンテンツ

関連産業の育成 

藤沢市 

（公社）藤沢市観光協会 

（公財）湘南産業振興財団 

藤沢商工会議所、大学 

4 環境・健康医療等の成長分

野への支援 

環境・エネルギー、健康医療福祉、

ＩOT※37、次世代自動車等の成長分

野への支援を検討・実施 

藤沢市 

（公財）湘南産業振興財団 

藤沢商工会議所、大学 

 

中柱７ 生活支援ロボット産業の振興 

・介護ロボットなど生活支援ロボットに関する普及啓発・人材育成に取り組みます。 

・生活支援ロボットの社会実装※38を推進します。 

・市内企業によるロボット関連製品開発等を支援します。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 ロボット産業の普及啓発 ロボットフォーラム、ロボットセミナ

ー、ロボットの展示等による普及啓

発 

藤沢市、ロボット関連企業、 

藤沢商工会議所、 

（公財）湘南産業振興財団  

神奈川県 ほか 

2 

 

ロボット活用人材の育成 ロボット関連施設を活用した人材教

育拠点の形成促進やロボットリテラ

シーによる人材育成 

藤沢市、藤沢商工会議所、（公財）

湘南産業振興財団 

3 ロボットの実証実験支援や

市民による活用の促進 

ロボットの実証実験や市民のロボッ

ト活用を促進するための助成等を

行い社会実装を推進 

藤沢市、ロボット関連企業、 

福祉施設等 

（公財）湘南産業振興財団 ほか 

拡充 
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4 【再掲】市内企業のロボット

関連製品分野への参入支

援 

ロボット関連施設の見学会、セミナ

ー、研究会等の実施と製品開発支

援 

藤沢市、ロボット関連企業、 

藤沢商工会議所、 

（公財）湘南産業振興財団 ほか 

5 ロボット関連施設を活用した

観光誘客との連携 

ロボット関連施設を新たな観光スポ

ットとして活用する取組やヘルスツ

ーリズムの取組等との連携を推進 

藤沢市、ロボット関連企業、 

（公社）藤沢市観光協会  

神奈川県 ほか 

6 ロボット導入の促進 ２０２５年問題への対応等に活かす

ことができるロボットについての研

究と導入促進 

藤沢市、ロボット関連企業、 

福祉施設等 ほか 

 

中柱８ 産学連携・広域連携の基盤強化と創業促進の環境づくり 

・産学連携・広域連携の強化を図ります。 

・創業希望者、創業者、創業成功者及び創業支援機関など、創業を生み出し成長へ導くネット

ワークづくりを進めます。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 

 

湘南広域都市行政協議会

による広域産業振興の取組 

（【再掲】共同見本市出展支

援 ほか）  

湘南広域都市行政協議会による２

市１町（藤沢市・茅ヶ崎市・寒川町）

の行政・商工会議所・商工会・及び

（公財）湘南産業振興財団が連携

した広域産業振興の取組 

湘南広域都市行政協議会 

（藤沢市、茅ヶ崎市、寒川町） 

２市１町の商工会議所・商工会 

（公財）湘南産業振興財団 ほか 

２ 近隣市町との連携による産

業振興の取組 

近隣市町との連携による新たな産

業振興策の事業化への取組 

藤沢市、藤沢商工会議所、 

近隣市町の各商工会議所・商工会 

（公財）湘南産業振興財団 

３ 創業・新事業進出フォーラム 「創業」、「新事業進出」、「産学連

携」をテーマとしたフォーラムを開

催し、創業者や創業支援者の交流

を促進 

（公財）湘南産業振興財団 

大学、藤沢市 

藤沢商工会議所  

関係機関 ほか 

４ 大学等見学会 

 

大学や研究施設の見学会を通した

産学交流の促進 

（公財）湘南産業振興財団 

大学、藤沢市 

藤沢商工会議所 ほか 

５ 【再掲】湘南ビジネスコンテ

スト 

コンテスト形式により事業アピール

を行うビジネスプラン発表会で、日

本一の手厚い支援を目指した「成

長支援型」のコンテスト 

（公財）湘南産業振興財団 

藤沢市、茅ヶ崎市、寒川町 

藤沢商工会議所 

地域金融機関 ほか 
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 基本戦略（大柱）４ 地域コミュニティの核となる商業の発展支援 

 

１ 基本戦略のめざす姿 

 

郊外型の大規模商業施設の進出、インターネット社会の進展などにより、購買・消費行動が多様化し、

商業構造が大きく変化していることから、地域商店街は大変厳しい環境に置かれています。その一方で、

少子高齢化が進展する中、市民生活を支える「地域コミュニティ※14の核」として、地域商店街に対する

期待はますます高まっています。 

商店街を中心とする地域商業を活性化するため、事業者と消費者の双方の視点に立ち、大型店や地域

団体などとも一体となり、消費者（市民）ニーズに対応した商業集積の実現を図り、地域経済の活力再

生を目指します。 

 

２ 施策の概要 

少子高齢化における消費者ニーズに対応した商業集積を進めるため、商店街の基盤整備や運営支援を

実施するほか、商店街の経営力等を強化するための指導事業や地域社会との連携強化等を実施します。 

 

 

３ 目標 

No. 項目（単位） 
2015年度 

（実績） 

2018年度 

（３年） 

2021年度 

（６年） 

１ 商店街加入店舗数 2,199 2,300 2,400 

２ ふじさわ元気バザール出展者数 31 60 240 

３ 
商店街街路灯LED※39化率 

（LED化灯数/設置灯数） 

77.8％ 

(2,135/2,743) 

85.7％ 

(2,352/2,743) 

１００％ 

(2,743/2,743) 

４ 
防犯カメラ設置済商店街率 

（設置済商店街数/総商店街数） 

55.0％ 

(22/40) 

67.5％ 

(27/40) 

75.0％ 

(30/40) 

 

 

４ 施策（構成事業） 

中柱１ 消費者ニーズに対応した商業集積の促進 

・アドバイザー派遣の充実と消費者ニーズの把握に努めます。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 アドバイザー派遣 専門家派遣による地域密着型商店

街づくりの推進 

藤沢市 

（公社）藤沢市商店会連合会 

2 商店街への情報提供 消費者ニーズの変化等に対応する

ための商店街への情報提供 

（公社）藤沢市商店会連合会 
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中柱２ 商店街の集客力向上（にぎわい創出） 

・商店街が連携した共通販売促進事業や共同宣伝事業を推進します。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 共通販売促進事業 商店街団体等が共同で取り組む販

売促進事業の研究・実施 

（公社）藤沢市商店会連合会 

藤沢市 

2 

 

販売促進支援事業 商店街団体等が取り組む販売促進

事業に対する事業費の一部助成 

藤沢市、藤沢商工会議所 

（公社）藤沢市商店会連合会 

3 共同宣伝事業 商店街ＨＰ、スマートフォン等を活

用した共同宣伝 

藤沢市 

（公社）藤沢市商店会連合会 

4 【再掲】ふじさわ元気バザー

ル事業のバージョンアップ 

定期開催やテーマ別開催、開催場

所の変更等による、新たな出展者

や来場者の生み出し、及びそれに

伴うさらなるにぎわいの創出や経済

振興の促進 

藤沢市、藤沢商工会議所 

（公社）藤沢市商店会連合会 

（公財）湘南産業振興財団 

市内事業者  ほか 

5 【再掲】消費税率引き上げや

景気の変動などに対応した

需要喚起策や景気対策の

実施 

消費税率引き上げや景気の変動

に対応し、市内消費・市内取引を

喚起するための事業や景気の変動

に対応する経済対策を実施 

藤沢市、藤沢商工会議所 

（公社）藤沢市商店会連合会 

（公財）湘南産業振興財団 ほか 

6 商店街にぎわいまちづくり

支援事業 

商店街が取り組む特色づくり、方向

性づくり等に関する事業費の一部

助成による商店街活性化の推進 

藤沢市、 

（公社）藤沢市商店会連合会 

7 ホームページを活用した商

店街情報発信の推進 

（公社）藤沢市商店会連合会のホ

ームページの刷新及び有効活用

による商店街情報発信と活性化の

推進 

（公社）藤沢市商店会連合会 

藤沢市 

 

8 ポイントカード活用の研究 市内共通ポイントカードの導入及

び商店街でのポイント利用につい

ての研究 

藤沢市、藤沢商工会議所 

（公社）藤沢市商店会連合会 

（公財）湘南産業振興財団 ほか 

 

 

中柱３ 商店街の経営基盤整備の促進  

・商店街街路灯等の改修助成など商店街の負担軽減を図りながら、買い物環境を維持します。 

・商店街や個店の後継者対策を図ります。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 商店街共同施設整備補助 商店街が実施する共同施設整備

に係る費用の一部助成 

藤沢市 

（公社）藤沢市商店会連合会 

2 

 

商店街街路灯改修補助 商店街街路灯ＬＥＤ※39化等に係る

費用の一部助成による電灯料節減

と安全・安心な商店街の推進 

藤沢市 

（公社）藤沢市商店会連合会 

3 商店街防犯カメラ設置補助 商店街における防犯カメラ設置に

係る費用の一部助成による安全・

安心な商店街の推進 

藤沢市 

（公社）藤沢市商店会連合会 

新規 

新規 

新規 

指針 

指針 

指針 

指針 

拡充 
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4 

 

 

商店街街路灯電灯料補助 

 

商店街が実施する街路灯の維持

管理事業に係る電灯料の一部助

成 

藤沢市 

（公社）藤沢市商店会連合会 

5 

 

商店街駐車場運営事業補

助 

商店街が実施する駐車場の運営

管理等に係る費用の一部助成 

藤沢市 

（公社）藤沢市商店会連合会 

6 

 

商店街の発足や加入の促

進 

商店街の新規発足や組織の強化

を目的とした会員増強、フランチャ

イズ店舗等に対する商店街への加

入促進強化 

（公社）藤沢市商店会連合会 

7 後継者対策の推進 商店街や個店の活性化を図るた

め、後継者対策を推進 

藤沢市 

（公社）藤沢市商店会連合会 

藤沢商工会議所 

 

 

 

中柱４ 地域への貢献と調和  

・商業振興条例をより実効性のあるものとして推進します。 

・商店街と大型店の交流促進を図ります。 

・少子高齢化への対応を図り、商店街の活性化を目指します。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 商業振興条例の推進 大型店等による地域貢献を推進す

るため、商業振興条例の実効性を

高める取組 

藤沢市 

藤沢商工会議所 

（公社）藤沢市商店会連合会 

2 

 

大型店との懇談会  地域商業の活性化を図るため、大

型店との懇談会を開催 

藤沢商工会議所 

（公社）藤沢市商店会連合会 

藤沢市 

3 

 

福祉活動の推進 募金活動や青少年健全育成事業

への協力など 

（公社）藤沢市商店会連合会 

4 環境活動の推進 レジ袋削減の推進、エコキャップ※40

の収集等を活用した施策の検討・

実施など 

藤沢市 

（公社）藤沢市商店会連合会 

藤沢商工会議所 

5 地域貢献を通した商店街の

にぎわいづくり 

ラジオ体操・打ち水・炊き出し等の

実施を通した子育て世帯や高齢者

世帯等地域住民に安全・安心な商

店街づくり 

（公社）藤沢市商店会連合会 

藤沢市 

6 大型店との連携協定締結の

推進 

市内の大型店との連携協定締結及

び実効性を確保するための定期的

な検証による地域活性化の推進 

藤沢市 

新規 
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 基本戦略（大柱）５ 拠点駅周辺の商業の活性化 

 

１ 基本戦略のめざす姿 

辻堂駅周辺においては、湘南Ｃ－Ｘ※３を中心とする都市整備が進められ、広域拠点としてのまち

づくりが進んだ一方、藤沢駅周辺においては、各種施設の老朽化などが進み、他市からの吸引力が

低下しており、今後の再整備が課題となっています。また、湘南台駅周辺については、本市の北の

玄関口としての商業集積が必要となっています。 

市民生活を支える「地域コミュニティ※14の核」としてだけではなく、本市の主要な都市拠点にふ

さわしい藤沢の顔・玄関口として、地域資源を活用した、これら拠点駅周辺の商業集積の実現を図

り、地域経済の活力再生を目指します。 

また、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会開催に向けて、拠点駅周辺商店街に

おけるインバウンド（外国人旅行者の誘客）の推進に向けた体制づくりを進めます。 

 

２ 施策の概要 

 拠点駅周辺の商業集積の向上を図るため、駅周辺の通行量や買物動向調査を実施して周辺商店街

にデータを提供するとともに、活性化に向けた取組みの支援を行います。また、遊行寺などの歴史

的観光資源や大学などの地域資源を活用したイベント・まちづくり事業への支援を実施します。 

 

３ 目標 

No. 項目（単位） 
2015年度 

（実績） 

2020年度 

（３年） 

2023年度 

（６年） 

１ 地域資源を活用したイベント集客数（人） 55,000 58,000 61,000 

２ 拠点駅周辺の商店街加入店舗数 1,275 1,350 1,425 

 

４ 施策（構成事業） 

中柱１ 藤沢宿のまちづくりに向けた商業集積の推進 

・地域資源を活用した回遊性あるまちづくりを進めます。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 旧東海道藤沢宿のまちづく

りに向けた商業集積 

藤沢市街なみ継承地区魅力向上

店舗集積事業 

藤沢市 

（公社）藤沢市商店会連合会 

藤沢商工会議所 

民間事業者 ほか 

２ 地域資源を活用した回遊性

のあるまちづくり  

拠点駅周辺の回遊性向上を目的と

した地域資源の活用促進 

藤沢市 

藤沢商工会議所 

商店街団体 ほか 
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中柱２ 都市拠点にふさわしい藤沢の顔・玄関口としてのまちづくり 

・藤沢駅、辻堂駅、湘南台駅における各種課題対応に取り組みます。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 商店街活性化調査 藤沢駅、辻堂駅、湘南台駅を対象

とした商店街活性化調査の実施と

課題分析及び各商店街への情報

提供 

藤沢市 

（公社）藤沢市商店会連合会 

2 藤沢駅周辺商店街活性化 藤沢駅利用者の回遊性向上による

駅周辺商店街の商業活性化 

藤沢市、藤沢商工会議所 

（公社）藤沢市商店会連合会 

3 辻堂駅周辺商店街活性化 湘南Ｃ－Ｘ※３を核とした辻堂駅周

辺の商業活性化 

藤沢市 

藤沢商工会議所 

（公社）藤沢市商店会連合会 ほか 

4 

 

湘南台駅周辺商店街活性

化 

湘南台駅利用者を取り込んだ同駅

周辺の商業の活性化 

藤沢市 

藤沢商工会議所 

（公社）藤沢市商店会連合会 ほか 

5 藤沢駅周辺エリアマネジメン

トの検討 

藤沢駅南北デッキの改修工事に伴

う、駅前広場のにぎわい創出のた

めの多様な主体による管理運営方

法の検討 

藤沢市 

（公社）藤沢市商店会連合会 

藤沢商工会議所 

鉄道事業者 ほか 

 

中柱３ 観光の視点を取り入れた商業振興 

・年間1,800万人を超す観光客を取り込み、商業振興を図ります。 

・東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会開催に向けて、商店街の国際化を目指

します。 

小柱 構成事業名 内容 事業主体等 

1 観光産業と連携した商業振

興  

「藤沢宿」「遊行寺」「江の島」など

地域の観光資源を活用し、観光産

業と連携した商業振興 

藤沢市 

藤沢商工会議所 

（公社）藤沢市観光協会 ほか 

2 

 

ふじさわ観光名産品の普及

促進 

観光名産品・特産品に関する市内

外への広報宣伝活動など 

藤沢商工会議所 

藤沢市 

（公社）藤沢市観光協会 ほか 

3 商店街の国際化 東京２０２０オリンピック・パラリンピッ

ク競技大会開催に向けた店舗の掲

示・案内や飲食店メニューの多言

語化など 

藤沢市 

（公社）藤沢市商店会連合会 

藤沢商工会議所  ほか 

4 多言語対応アプリの開発 外国人観光客誘客（インバウンド）

に対応した多言語音声変換・メニュ

ーを作成するアプリの開発 

藤沢商工会議所 

 

 

  

拡充 

新規 

新規 
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第６章 計画の推進のために 
 

 

 

１ 計画の推進体制 

 

 社会経済環境の変化のスピードがますます加速することが予想される中、内外の環境変化に柔軟か

つ適切に対応し、地域経済の循環により活力と魅力のあふれる「湘南の元気都市」を実現するために

は、地域産業振興に関わる各主体がそれぞれの役割を果たしつつ連携を強化することが必要です。 

 本計画は、市と地域経済団体が一体となり、産業拠点である藤沢商工会館を中心に、市内事業者、

市民、大学、国・県等の支援機関、近隣市町、ＮＰＯ等との連携により推進します。 

  

２ 計画の進行管理とＰＤＣＡサイクル 

 

 本計画には実施状況が客観的に把握できるように、わかりやすい数値目標を設定しています。 

 毎年度、市と地域経済団体は、計画の実施状況についての情報交換を行い、課題の共有と計画の推

進を図るとともに経済波及効果の検証に努めます。 

 ＰＤＣＡサイクル※16で継続的に成果を高めるために、市は３年ごとに地域経済団体、大学及び国・

県等の支援機関等と連携し、専門的な見地から事業の実施状況や目標の達成状況についての検証・評

価を行い、社会経済環境や市内産業の変化等に応じて必要な見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

ＣＨＥＣＫ 

評価 

ＡＣＴＩＯＮ 

改善 

ＰＬＡＮ 

計画 

ＤＯ 

実施 

ＰＤＣＡサイクル 
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用語説明 

Ｐ１ 
※１ さがみロボット産業特区 

 地域活性化総合特別地域制度を活用し、生活支援ロボットの実用化や普及を促進するととも
に、関連企業の集積を進める取組。  
生活支援ロボットの実用化・普及を通じて、高齢化社会における介護負担の増加や災害時の
捜索など、直面する課題を解決し、安全・安心の実現と地域経済の活性化を図る。 

 
Ｐ６ 
※２ リーマンショック 

 平成20年9月15日、国際的な金融危機の引き金となった米大手証券会社（投資銀行）リー
マン・ブラザーズの経営破綻とその後の株価暴落などを指す。 

 
Ｐ９ 
※３ 湘南Ｃ－Ｘ 

 読み方は「湘南シークロス」。辻堂駅北口の大規模工場跡地を中心とする辻堂駅周辺地区の
街の愛称。 

 
Ｐ１０ 
※４ 新産業の森 

 藤沢市の西北部地域で、藤沢市都市マスタープランの実現に向け、活力を生み出す新たな産
業ゾーンとして、農・工・住が共存する環境共生都市の創造をめざす地域。 

 
Ｐ１２ 
※５ アクションプラン 

 戦略などにおける具体的な施策。 
 
Ｐ１３ 
※６ インベスト神奈川 

 県内への企業誘致や既存企業の県内再投資を促進し、県内への産業集積を図ることを目的と
した神奈川県の産業集積促進方策。平成１６年１０月に策定され、平成２５年度からは「イン
ベスト神奈川２ｎｄステップ＋（プラス）」を展開している。 

 
※７ セレクト神奈川１００ 

 「インベスト神奈川２ｎｄステップ＋（プラス）」に替わり、平成２８年４月に新たにスタ
ートした神奈川県の産業集積促進方策。 

 
Ｐ１４ 
※８ 再生可能エネルギー 

 有限で枯渇の危険性を有する石油・石炭などの化石燃料や原子力と対比して、自然環境の中
で繰り返し起こる現象から取り出すエネルギーの総称。具体的には、太陽光、水力、風力、地
熱、波力など。 
 

※９ ベンチャー企業 
 新技術、新製品、新サービスなどを生みだし、新分野でリスクを伴う創造的・革新的な事業
を展開する小企業・新興企業のこと。 

 
Ｐ１５ 
※10 大規模小売店舗立地法 

 「大規模小売店舗の立地に関し、その周辺の地域の生活環境の保持のため、大規模小売店舗
を設置する者によりその施設の配置及び運営方法について適正な配慮がなされることを確保
することにより、小売業の健全な発達を図り、もって国民経済及び地域社会の健全な発展並び
に国民生活の向上に寄与することを目的」とした法律。平成12年6月1日施行。 

 

資料１ 
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※11 大規模小売店舗法 
 「消費者の利益の保護に配慮しつつ、大規模小売店舗の事業活動を調整することにより、そ
の周辺の中小小売業者の事業活動の機会を適正に保護し、小売業の正常な発展を図ることを目
的」とした法律。平成12年6月1日廃止。 
 

Ｐ１８ 
※12 商品購入チャネル 

 商品を購入する際の手段（商店街、スーパーマーケット、インターネットショッピング等）。 
 

Ｐ１９ 
※13 ポテンシャル 

 潜在的な力、可能性。 
 

Ｐ２０ 
※14 地域コミュニティ 

 地域住民が自主的に参加し、相互交流などを通して住みよい社会をめざす地域社会。 
 
Ｐ２２ 
※15 湘南新産業創出コンソーシアム 

 藤沢市域を核として湘南地域において、新産業創出と集積地形成を図るための仕組みとして、
地域の産業界・大学・公的機関等が協力して設立した組織で、ビジネスコンテストをはじめと
する各種事業を実施している。 

 
Ｐ２３ 
※16 ＰＤＣＡサイクル 

 「計画」（Plan）、「実施」（Do）、「評価」（Check）、「改善」（Action）を繰り返し、継続的に
改善する手法。 

 
Ｐ２４ 
※17 藤沢バーチャルタウン 

 藤沢商工会議所が運営する、湘南・藤沢の企業をＰＲするホームページ（ウェブサイト）。 
 
※18 ザ・ビジネスモール 

 全国の商工会議所などが共同運営する商取引支援サイト。大阪商工会議所が中心となり、全国の
商工会議所・商工会等と連携し、全国で約２７万事業所が登録している日本最大の企業間電子商取
引市場。藤沢商工会議所は会員企業の販売促進や情報発信、企業間取引の拡大を支援するため、ザ・
ビジネスモールの登録団体となっている。 

 
※19 産業Ｎａｖｉ 

神奈川県の産業情報を提供する老舗ホームページ（ウェブサイト）で、主に県内の事業所の
商品、製品、技術、サービスなどを検索することができる。藤沢商工会議所では、産業Ｎavi
への掲載のための事業所のホームページ制作を支援している。 

 
※20 ＪＥＴＲＯ（Japan External Trade Organization・ジェトロ） 

 独立行政法人日本貿易振興機構。中小企業等の海外販路開拓支援、日本企業の海外展開支援、
海外経済情報の調査・分析、貿易投資相談、外国企業誘致支援など、幅広い活動を行っている。 

 
※21 新輸出大国コンソーシアム 
    商工会議所、商工会、地方自治体、金融機関、ジェトロなどの支援機関を幅広く結集し、海

外展開を図る中堅・中小企業等に対して、総合的な支援を行なう枠組み。 
 
※22 ビジネスマッチング 

 企業の事業展開支援等を目的として、発注先、受注先、ビジネスパートナー等を紹介する出
会いの場をつくること。 
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※23 勤労者福祉サービスセンター 
 中小企業単独では実施が困難な福利厚生について、地域の中小企業勤労者と事業主が共同し、
そのスケール・メリットを利用して総合的な福祉事業を行うことを目的とした組織のこと。一
般に市区町村を単位に設立されており、厚生労働省は、大企業と中小企業の間にある福利厚生
面での格差解消等を目的として、このサービスセンター（中小企業勤労者福祉サービスセンタ
ー）の設立・運営を支援している。 
 

Ｐ２６ 
※24 ワンストップ創業相談 

 創業相談窓口を藤沢商工会館に一元化し、相談者のニーズに応じた必要な支援が受けられる
ようにすること。 

 
※25 独立Ｎａｖｉ 

 藤沢商工会議所が主催する短期集中研修。将来、独立開業を夢見て、自分らしく働き続けた
いと願う人たちのための研修で、独立開業に必要な基礎知識からさまざまな実践ノウハウまで、
プロコンサルト講師陣がわかりやすく解説・支援している。 

 
※26 ベンチャーファンド 

 ベンチャー企業に対して投資し、支援するファンド（投資事業有限責任組合） 
 
※27 ＩＭ（インキュベーションマネージャー） 

 経験の乏しい起業家が知識、経営資源など不足するものを幅広く速やかに補うことができる
ように支援を行い、事業の成功へ導く起業家育成支援の専門家のこと。 
 

※28 ハンズオン支援 
 専門家による手取り足取りの支援。 
 

※29 コミュニティビジネス 
 地域の人材や資源を活用して、地域課題を解決することを目的とする事業であって、収益性
を有するもの。 

 
※30 農商工連携 

 農林漁業者と商工業者等が通常の商取引関係を超えて協力し、お互いの強みを活かして売れ
る新商品・新サービスの開発、生産等に取り組むこと。 

 
※31 地域ブランド 

 地域の特長を生かした商品やサービスについてのブランドと、その地域イメージを構成する
地域そのもののブランドがあり、地域の魅力と地域の商品などが互いに好影響をもたらしなが
ら、よいイメージ、評判を形成していること。 

 
※32 コンテンツ産業 

 一般に映像・音楽・ゲーム・マンガなど、情報の内容（中身）に関する産業のこと。 
 
Ｐ３１ 
※33 認定経営革新等支援機関 

 平成24年8月30日に施行された「中小企業経営力強化支援法」により創設された認定制度
に基づくもので、 中小企業に対して専門性の高い支援事業を行うため、税務、金融及び企業
財務に関する専門的知識や支援に係る実務経験が一定レベル以上の個人、法人、中小企業支援
機関等で、「経営革新等支援機関」として国が認定したもの。 

 
Ｐ３６ 
※34 イノベーション 

 これまでとは全く違った新たな考え方、仕組みを取り入れて、新たな価値を生み出し、市場
や社会などに大きな変化を起こすこと。ソーシャルイノベーションの直訳は「社会変革」で、
社会問題に対する革新的な解決法の開発や導入を指す。 
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Ｐ３９ 
※35 フィルムコミッション 

 映画、テレビドラマ、ＣＭなどのあらゆるジャンルのロケーション撮影を誘致し、実際のロ
ケをスムーズに進めるための支援を行う非営利公的機関で、地域の経済振興・観光振興などに
成果を上げている。地方自治体や観光協会の一部署が事務局を担当していることが多い。 

 
※36 シティプロモーション 

 地域の魅力を内外に発信することにより、街のイメージやブランド力を向上させ、地域の活
性化を図ること。 

 
※37 ＩＯＴ（Internet of Things） 

 ＩＯＴとは、あらゆるモノがインターネットを通じて接続され、モニタリングやコントロー
ルを可能にするといった概念・コンセプトのこと。 

 
※38 社会実装 

 社会実装とは、一般に、開発した製品やサービスを、実際の社会に導入し普及・定着させる
こと。生活支援ロボットの社会実装については、開発されたロボットを、社会の中で使えるよ
うに、実際にユーザーが使用して、製品を改良したり、利用環境を整えたり（法整備等を含む。）、
実際に役に立つ状態にまですること。ロボットが開発・製造されたあと、それを実際に人の役
に立つ状態にするための最終段階の作業を社会実装と呼んでいる。 

 
Ｐ４１ 
※39 ＬＥＤ 

 ＬＥＤとは、電気を通すと発光する半導体素子（発光ダイオード）のことで、非常に長寿命
で、かつ消費電力が少ない。これを用いたＬＥＤ街路灯は、省エネによる電気料金削減や長寿
命による維持管理負担の軽減に効果があるといわれている。 

 
Ｐ４３ 
※40 エコキャップ 

 世界の子どもたちに医療ワクチンを届けるボランティア運動として、ペットボトルのキャッ
プを集め、樹脂メーカーが引き取り、その対価がワクチン購入費用に活用される活動。 
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藤沢市産業振興計画（見直し案）についてのパブリックコメント実施結果 

・実施期間：2016年（平成28年）12月20日～2017年（平成29年）1月18日 

・意見提出者：１人（郵送1人）         項目数：  ４件 

・意見の反映状況： ① 計画に反映させた意見           ０件 

           ② すでに計画に位置づけられている意見    １件 

          ③ 今後の取組の参考とする意見        ３件 

          ④ その他の意見               ０件 

 

No. 意見等の概要 市の考え方 

基本戦略１「中小企業発展のための総合的支援」に関する意見 

１ 

中小企業支援策として“経営問題”や“経営

課題”の実態を把握した上で、経営者の真の

困り事を解決すべく取り組むべきである。 

いただいたご意見は、「中柱４－経営相談・経

営革新支援の推進」の「小柱２－経営革新の

ための各種セミナー・講習会」及び「中柱８

－小規模事業者支援の推進」の「小柱１－伴

走型の事業計画策定・実施支援のための体制

整備」の取組などを進める中で、参考とさせ

ていただきます。（今後の取組の参考） 

基本戦略３「産学官連携と広域連携によるベンチャー企業支援と新産業創出」に関する意見 

２ 

「農商工連携の推進」「地域ブランドの育成」

について、バラバラな展開施策ではなく、相

互に関連付け相乗効果が創出できるような推

進を望む。 

各施策間の連携を図ることができるよう、地

域経済団体との「見直し検討会議」の場で情

報共有を図るとともに、市の関係課間で調整

を図りながら取り組みを進めるよう努めま

す。（今後の取組の参考） 

基本戦略４「地域コミュニティの核となる商業の発展支援」に関する意見 

３ 

“藤沢の商店街ホームページ”について、個々

の商店会の特性や取組み課題を反映したもの

とし、戦略的な支援を行うべきである。 

基本戦略４「地域コミュニティの核となる商

業の発展支援」のめざす姿にある考え方に基

づき、基本戦略４－中柱２「商店街の集客力

向上（にぎわい創出）」－小柱７「ホームペ

ージを活用した商店街情報発信の推進」に取

り組み、（公社）藤沢市商店会連合会のホー

ムページの刷新及び有効活用による商店街情

報発信と活性化の推進を図ってまいります。

（すでに計画に位置づけられている意見） 

基本戦略５「拠点駅周辺の商業の活性化」に関する意見 

４ 

“藤沢宿”を中核とするまちづくりの目的と

最終の姿を明確にしてほしい。 

いただいたご意見は、「中柱１－藤沢宿のまち

づくりに向けた商業集積の推進」の取組の中

で、参考とさせていただきます。（今後の取組

の参考） 
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